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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シール剤を介して貼り合わされた２枚の基板と、
　前記２枚の基板の間に位置し、無端の第１のシールで規定され、その内部に液晶が封入
された１または２以上の表示領域と、
　前記２枚の基板の間であって、前記表示領域の外側に位置し、直線あるいは曲線からな
る管路である断線部を有する第２のシールで規定された非閉塞領域と、
を含む液晶表示パネル搭載基板。
【請求項２】
　前記断線部は、非連結である一端と、他端との間隔が０．１ｍｍ以上２０ｍｍ以下であ
る請求項１に記載の液晶表示パネル搭載基板。
【請求項３】
　前記第２のシールは、直線の組み合わせである請求項１または２に記載の液晶表示パネ
ル搭載基板。
【請求項４】
　前記第２のシールは、曲線を含む請求項１～３のいずれか一項に記載の液晶表示パネル
搭載基板。
【請求項５】
　前記第２のシールの線幅が、０．２ｍｍ以上４．０ｍｍ以下である請求項１～４のいず
れか一項に記載の液晶表示パネル搭載基板。
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【請求項６】
　対向する２枚の基板を、シール剤を介して貼り合わせることにより製造される液晶表示
パネル搭載基板の製造方法において、
（ａ１）前記２枚の基板のうちいずれか一方に、画素配列領域が包囲されるように第１の
シール剤を配して枠状の表示領域を形成する工程と、
（ｂ１）前記２枚の基板のうちいずれか一方に、一部を断線させた状態で第２のシール剤
を配することにより、直線あるいは曲線からなる管路である断線部を含む第２の枠を形成
して非閉塞領域を形成する工程と、
（ｃ）前記表示領域内に液晶を滴下する工程と、
（ｄ）前記表示領域を形成する第１の枠の外側に前記非閉塞領域を形成する第２の枠が位
置し、かつ前記第１の枠と前記第２の枠とが触れ合わないように前記２枚の基板を減圧下
にて重ね合わせる工程と、
（ｅ）前記重ね合わせた２枚の基板を減圧下から大気圧下に戻す工程と、
（ｆ）前記基板同士を貼り合わせた後、前記第１および第２のシール剤を硬化させる工程
と、
を含む液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
【請求項７】
　対向する２枚の基板を、シール剤を介して貼り合わせることにより製造される液晶表示
パネル搭載基板の製造方法において、
（ａ２）前記２枚の基板のうちいずれか一方、あるいは両方に、画素配列領域が包囲され
るように第１のシール剤を配して枠状の表示領域を形成する工程と、
（ｂ２）前記２枚の基板のうちいずれか一方、あるいは両方に、一部を断線させた状態で
第２のシール剤を配することにより、直線あるいは曲線からなる管路である断線部を含む
第２の枠を形成して非閉塞領域を形成する工程と、
（ｃ）前記表示領域内に液晶を滴下する工程と、
（ｄ）前記表示領域を形成する第１の枠の外側に前記非閉塞領域を形成する第２の枠が位
置し、かつ前記第１の枠と前記第２の枠とが触れ合わないように前記２枚の基板を減圧下
にて重ね合わせる工程と、
（ｅ）前記重ね合わせた２枚の基板を減圧下から大気圧下に戻す工程と、
（ｆ）前記基板同士を貼り合わせた後、前記第１および第２のシール剤を硬化させる工程
と、
を含む液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
【請求項８】
　前記重ね合わせた２枚の基板を加熱する工程を含む請求項６または７に記載の液晶表示
パネル搭載基板の製造方法。
【請求項９】
　前記（ｆ）の工程は、前記重ね合わせた２枚の基板を４０℃以上であって前記液晶のネ
マチック－等方相転移温度未満の温度において１～１２０分間加熱して前記シール剤を硬
化させる工程である請求項６～８のいずれか一項に記載の液晶表示パネル搭載基板の製造
方法。
【請求項１０】
　前記（ｆ）工程の後に、（ｇ）前記重ね合わされた２枚の基板を、前記液晶のネマチッ
ク－等方相転移温度以上に加熱する工程をさらに含む請求項９に記載の液晶表示パネルの
製造方法。
【請求項１１】
　前記第１のシール剤は、Ｅ型粘度計により２５℃，１．０ｒｐｍでの条件下で測定され
る粘度が２０Ｐａ・ｓ以上５００Ｐａ・ｓ以下である請求項６～１０のいずれか一項に記
載の液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
【請求項１２】
　前記第１のシール剤は、Ｅ型粘度計により８０℃，１．０ｒｐｍでの条件下で測定され
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た粘度が５００Ｐａ・ｓを超える請求項６～１１のいずれか一項に記載の液晶表示パネル
搭載基板の製造方法。
【請求項１３】
　前記第１のシール剤は、Ｅ型粘度計により測定された２５℃，０．５ｒｐｍでの粘度η
１と、２５℃，５．０ｒｐｍでの粘度η２との比であるチキソトロピー指数η１／η２が
、１．０以上５．０以下である請求項６～１２のいずれか一項に記載の液晶表示パネル搭
載基板の製造方法。
【請求項１４】
　前記第１のシール剤は熱ラジカル発生剤を含み、前記熱ラジカル発生剤は、一定温度で
１０時間熱分解反応した際に熱ラジカル発生剤濃度が半分となる温度で定義される１０時
間半減期温度が、３０～８０℃である請求項９に記載の液晶表示パネル搭載基板の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示パネル搭載基板、およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示パネルは、薄型、軽量、低消費電力である等の利点から、ＯＡ機器や携帯電話
等の電子機器に広く用いられている。液晶表示パネルは、シール剤を介して貼り合わされ
た２枚の基板の間に液晶を封入して構成され、液晶に電圧をかけて液晶の配向を制御し、
液晶を透過する光を変調させることで画像を表示する。
【０００３】
　基板の間に液晶を注入する方法としては、液晶注入方式と液晶滴下方式とがある。液晶
注入方式とは、基板上に形成されたシールの一部に液晶を注入する注入口を設け、２枚の
基板を貼り合わせた後に注入口から液晶を注入する。一方で、代表的な液晶滴下方式は、
先ず、いずれか一方の基板上に設けられたシールの内側に液晶を滴下する。次に、減圧下
にて他方の基板を重ね合わせてから大気圧に戻すことで基板同士を貼り合わせる。これに
より基板の間に液晶が封入される。この液晶滴下方式は、液晶注入方式と比べて短時間で
液晶を封入することができるため、生産性の向上等の観点から有効である。なお、液晶滴
下方式では、加圧により基板同士を貼り合わせる方法もある。ただし、基板同士をより密
着させるには、前者の気圧差を利用する方法が好適であるため、最近では前者の方法が広
く用いられている。
【０００４】
　ところで、近年、液晶表示パネルに対しては、電子機器の発展に伴って、高精細化、大
画面化等が強く求められている。液晶表示パネルの表示品質を向上させるには、液晶が封
入された液晶パネルにおいて基板同士の間隙、すなわちセルギャップを均一に保持するこ
とが重要となる。しかし、気圧差を利用する場合、シールの内側では減圧状態が保たれる
が、シールの外側では基板を押圧する力が作用しない。このため、シールの内側と外側と
で基板が歪み、セルギャップが不均一となったり、シールが破れて液晶が液晶パネル内か
ら外部へ流出したりして、表示品質が低下するという問題を抱えている。
【０００５】
　そこで、基板の歪みを低減する方法として、例えば、特許文献１では、液晶を充填する
第１のシールの外側に、このシールを囲むように環状の第２のシールを配し、減圧下にて
二枚の基板を重ね合わせて第１のシール内に液晶を充填した後、この二枚の基板を大気圧
下に開放する方法が提案されている。この場合、大気圧下において第２のシール内が減圧
状態に保たれるため、気圧差により、二枚の基板が貼り合わされる。
【０００６】
　しかし、特許文献１では、重ね合わせた基板同士を減圧下から大気圧に戻したときに、
減圧状態にある第２のシールと第１のシールとの間にある減圧領域に、第１のシールおよ
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び封止された液晶が引き寄せられるため、第１のシールが破れて液晶がリークするという
問題があった。そこで、特許文献２では、第１のシールから所定の間隔で離間した位置に
、シールを二重に配し、その開口部分を連結させて第２のシールを形成する方法が提案さ
れている。これによれば、減圧下から大気圧に戻したときに、第２のシール内は減圧、第
１のシールと第２のシールとで挟まれた領域は大気圧となる。このため第１のシールは第
２のシール側に引き寄せられないので、液晶リークの問題は解消される。さらに、両者の
気圧差により生じる応力で基板を両側から押圧することができるため、基板の歪みも抑え
られる。また、基板を歪ませず、かつシールが破れるのを防ぐ方法として、例えば、特許
文献３では、基板同士を重ね合わせたときに、第１のシールと環状の第２のシールとを、
互いに接触させずに設ける方法が提案されている。
【特許文献１】特開平１１－３２６９２２号公報
【特許文献２】特開２００２－１２２８７１号公報
【特許文献３】特開２００２－３２８３８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１～３のように、気圧差を利用して基板同士を貼り合わせる方
法では、気圧差を好適に制御することが実際には難しい。このため、基板に歪が生じたり
、シールが過度につぶれて、セルギャップが不均一となったり、セルギャップ自体が形成
されない等の問題を抱えている。また、上記いずれの方法も、貼り合わされた基板を大気
圧に戻した後において第２のシールの内側の減圧状態が持続されるので、後発的に基板が
歪む。このように基板が歪むと、第１のシール内に液晶が入り込む差込みが生じ、第１の
シールの形状が変形したり、液晶がリークするおそれがある。この場合、液晶表示パネル
としての品質が著しく低下し、その程度によっては機能しなくなることもある。
【０００８】
　そこで、本発明は、第１のシールに対する液晶の差込みや第１のシールの破れを防止し
、かつ基板の歪みを低減することにより、セルギャップが均一である液晶表示パネル搭載
基板、およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、第２のシールのパターンを最適化することで上記課題
が解決できることを見出し、本発明を完成させた。
　すなわち、上記課題は本発明の液晶表示パネル搭載基板により解決される。
　［１］シール剤を介して貼り合わされた２枚の基板と、前記２枚の基板の間に位置し、
無端の第１のシールで規定され、その内部に液晶が封入された１または２以上の表示領域
と、　前記２枚の基板の間であって、前記表示領域の外側に位置し、断線部を有する第２
のシールで規定された非閉塞領域と、を含む液晶表示パネル搭載基板。
　［２］前記断線部は、非連結である一端と、他端との間隔が０．１ｍｍ以上２０ｍｍ以
下である［１］に記載の液晶表示パネル搭載基板。
　［３］前記第２のシールは、直線の組み合わせである［１］または［２］に記載の液晶
表示パネル搭載基板。
　［４］前記第２のシールは、曲線を含む［１］から［３］いずれかに記載の液晶表示パ
ネル搭載基板。
　［５］前記断線部は、前記直線あるいは前記曲線からなる管路である［１］から［４］
いずれかに記載の液晶表示パネル搭載基板。
　［６］前記第２のシールの線幅が、０．２ｍｍ以上４．０ｍｍである［１］から［５］
いずれかに記載の液晶表示パネル搭載基板。
【００１０】
　また、上記課題は本発明の液晶表示パネル搭載基板の製造方法により解決される。
　［７］対向する２枚の基板を、シール剤を介して貼り合わせることにより製造される液
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晶表示パネル搭載基板の製造方法において、
　（ａ１）前記２枚の基板のうちいずれか一方に、画素配列領域が包囲されるように第１
のシール剤を配して枠状の表示領域を形成する工程と、
　（ｂ１）前記２枚の基板のうちいずれか一方に、一部を断線させた状態で第２のシール
剤を配することにより非閉塞領域を形成する工程と、
　（ｃ）前記表示領域内に液晶を滴下する工程と、
　（ｄ）前記表示領域を形成する第１の枠の外側に前記非閉塞領域を形成する第２の枠が
位置し、かつ前記第１の枠と前記第２の枠とが触れ合わないように前記２枚の基板を減圧
下にて重ね合わせる工程と、
　（ｅ）前記重ね合わせた２枚の基板を減圧下から大気圧下に戻す工程と、
　（ｆ）前記基板同士を貼り合わせた後、前記第１および第２のシール剤を硬化させる工
程と、
　を含む液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
　［８］対向する２枚の基板を、シール剤を介して貼り合わせることにより製造される液
晶表示パネル搭載基板の製造方法において、
　（ａ２）前記２枚の基板のうちいずれか一方、あるいは両方に、画素配列領域が包囲さ
れるように第１のシール剤を配して枠状の表示領域を形成する工程と、
　（ｂ２）前記２枚の基板のうちいずれか一方、あるいは両方に、一部を断線させた状態
で第２のシール剤を配することにより非閉塞領域を形成する工程と、
　（ｃ）前記表示領域内に液晶を滴下する工程と、
　（ｄ）前記表示領域を形成する第１の枠の外側に前記非閉塞領域を形成する第２の枠が
位置し、かつ前記第１の枠と前記第２の枠とが触れ合わないように前記２枚の基板を減圧
下にて重ね合わせる工程と、
　（ｅ）前記重ね合わせた２枚の基板を減圧下から大気圧下に戻す工程と、
　（ｆ）前記基板同士を貼り合わせた後、前記第１および第２のシール剤を硬化させる工
程と、
　を含む液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
　［９］前記重ね合わせた２枚の基板を加熱する工程を含む［７］または［８］に記載の
液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
　［１０］前記（ｆ）の工程は、前記重ね合わせた２枚の基板を４０℃以上であって前記
液晶のネマチック－等方相転移温度未満の温度において１～１２０分間加熱して前記シー
ル剤を硬化させる工程である、［７］または［８］に記載の液晶表示パネル搭載基板の製
造方法。
　［１１］前記（ｆ）工程の後に、（ｇ）前記重ね合わされた２枚の基板を、前記液晶の
ネマチック－等方相転移温度以上に加熱する工程をさらに含む［１０］に記載の液晶表示
パネルの製造方法。
　［１２］前記第１のシール剤は、Ｅ型粘度計により２５℃，１．０ｒｐｍでの条件下で
測定される粘度が２０Ｐａ・ｓ以上５００Ｐａ・ｓ以下である［７］から［１１］いずれ
かに記載の液晶表示パネル搭載基板の製造方法。
　［１３］前記第１のシール剤は、Ｅ型粘度計により８０℃，１．０ｒｐｍでの条件下で
測定された粘度が５００Ｐａ・ｓを超える［７］から［１２］いずれかに記載の液晶表示
パネル搭載基板の製造方法。
　［１４］前記第１のシール剤は、Ｅ型粘度計により測定された２５℃，０．５ｒｐｍで
の粘度η１と、２５℃，５．０ｒｐｍでの粘度η２との比であるチキソトロピー指数η１
／η２が、１．０以上５．０以下である［７］から［１３］いずれかに記載の液晶表示パ
ネル搭載基板の製造方法。
　［１５］前記第１のシール剤は熱ラジカル発生剤を含み、前記熱ラジカル発生剤は、一
定温度で１０時間熱分解反応した際に熱ラジカル発生剤濃度が半分となる温度で定義され
る１０時間半減期温度が、３０～８０℃である［７］から［１４］いずれかに記載の液晶
表示パネル搭載基板の製造方法。



(6) JP 5055362 B2 2012.10.24

10

20

30

40

50

【発明の効果】
【００１１】
　本発明により、セルギャップが均一である液晶表示パネル搭載基板が提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の第一の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図２】本発明の第二の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図３】本発明の第三の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図４】本発明の第四の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図５】本発明の第五の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図６】本発明の第六の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図７】本発明の液晶表示パネル搭載基板の製造方法の一例を示す図である。
【図８】比較例用液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図９】比較例用液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【図１０】比較例用液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　１．液晶表示パネル搭載基板および液晶表示パネル
　本発明では、２枚の基板を貼り合せた後に、表示領域を規定する第１のシールをメイン
シールとし、表示領域以外の領域を規定する第２のシールをダミーシールと称する。また
、メインシールおよびダミーシールが形成された基板を液晶表示パネル搭載基板とし、メ
インシールの外周に沿って切り出して、ダミーシールを除いたものを液晶表示パネルと称
する。なお、液晶表示パネルを、単に液晶パネル、パネルと称することもある。
【００１４】
　一般的に、液晶表示パネルは、ＴＦＴなどがマトリックス状に形成されたガラス基板と
、カラーフィルター、ブラックマトリクスなどが形成された基板とが用いられる。基板の
材質の例には、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート、ポリエーテルサルフォ
ン、またはＰＭＭＡ等のプラスチック、およびガラスが含まれる。本発明においては、ガ
ラス基板が好ましい。また、各基板の対向面は、配向膜により配向処理がされていてもよ
い。上記配向膜としては特に限定されず、例えば、公知の有機配向剤や無機配向剤からな
るものを用いることができる。
【００１５】
　図１は、本発明の第一の液晶表示パネル搭載基板１０の概要を示す図である。液晶表示
パネル搭載基板１０は、基板１１と、メインシール１４およびダミーシール１５とを備え
る。メインシール１４およびダミーシール１５は、２枚の基板の間に設けられている。な
お、図においては、必要がない限り、２枚の基板のうち上部に位置する基板の図示を省略
し、下部の基板１１のみを示す。また、基板上には、例えば、配向膜、ＴＦＴ、配線、カ
ラーフィルター、ブラックマトリクス等が形成されており、さらに２枚の基板の間には液
晶が封止されているが、図の煩雑化を避けるために省略する。
【００１６】
　メインシール１４は、画素配列領域が包囲されるように配された無端のシールであって
、表示領域を規定する。表示領域は、画素が配列されているメインシールで囲まれた領域
である。画素とは、画面・画像を構成する最小単位であり、画素配列領域とは、液晶表示
パネルを構成する画素が配列している領域である。
【００１７】
　メインシール１４の線幅は、目的とする液晶表示パネルのサイズ等に応じて異なるが、
液晶を外部に漏らすことなく封止する上で、概ね０.２ｍｍ～４．０ｍｍが好ましい。基
板上には１以上のメインシール１４が形成される。１つの基板上に複数のメインシールを
形成する場合には、メインシール１４と隣接する他方のメインシール１４との間隔Ｄ１は
０.５ｍｍ以上３０．０ｍｍ以下が好ましい。これにより、液晶表示パネル搭載基板から
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各メインシールの外周に沿って液晶表示パネルを切り出す際の作業性が向上し、かつパネ
ルの平坦性が保たれる。
【００１８】
　また、メインシール１４同士の間には、補助シールラインが設けられていてもよい。補
助シールラインは、液晶表示パネルを切り出す際に切断操作不良が生じて基板の割れが拡
大することを防ぐために設けられる。この場合、１つのメインシール１４と隣接する補助
シールラインとの間隔は、０.５ｍｍ以上３０．０ｍｍ以下が好ましい。メインシール１
４同士の間には、補助シールラインが単数設けられてもよいし、複数設けられてもよい。
メインシール１４同士の間に複数の補助シールラインを設ける場合には、互いの間隔が０
.５ｍｍ以上３０．０ｍｍ以下であることが好ましい。
【００１９】
　ダミーシール１５は、メインシール１４の外側に位置し、その一部に断線部１５ａを有
する。この断線部１５ａを有するダミーシール１５により非閉塞領域が規定される。ダミ
ーシール１５は、直線若しくは曲線、またはこれらの組み合わせであればよい。断線部１
５ａは、ダミーシール１５の内側Ａ１と、外側Ａ２とを繋げる開口である。後で詳しく述
べるが、通常、二枚の基板は数Ｐａ～数千Ｐａ程度の減圧下で重ね合わされた後、大気圧
下に戻される。このとき、減圧状態にあるＡ１と、Ａ１より減圧度が低いかまたは大気圧
状態にあるＡ２との気圧差が、断線部１５ａを通じて徐々に緩和される。このため所定の
セルギャップが得られ、基板の歪が生じず、かつ均一なセルギャップが形成される。断線
部１５ａは、図１のような開口に限らず、直線あるいは曲線のうち２本からなる管路であ
ってもよい。なお、管路状の断線部に関しては後述する。
【００２０】
　重ね合わせされた基板が減圧下から大気圧へ戻されるときの、Ａ１とＡ２との気圧差を
徐々に緩和する速度は、断線部１５ａの間隔Ｄ２により制御できる。断線部１５ａの間隔
Ｄ２は、０.１ｍｍ以上２０ｍｍ以下が好ましい。間隔Ｄ２は、断線部１５ａにける非連
結部のシールの一端と他端との間隔であり、図１においては、始点１６ａと終点１６ｂと
の間隔である。間隔Ｄ２を適切に設定することにより所定のセルギャップが得られる。更
に間隔Ｄ２を適切に設定すると、Ａ１－Ａ２間の気圧差が数秒～数分間かけて解消される
ため、基板を歪ませることなく均一なセルギャップが得られる。
【００２１】
　貼り合せた後のダミーシール１５の線幅は０．２ｍｍ以上４．０ｍｍ以下が好ましく、
０．５ｍｍ以上２．０ｍｍ以下がより好ましい。これにより、セルギャップを得るのに十
分な減圧領域が形成され、かつ経済的にも有利となる。
【００２２】
　本実施形態のように、メインシール１４を包囲するようにダミーシール１５を設ける場
合、断線部１５ａを少なくとも１つ以上形成することが好ましい。断線部１５ａが１つの
場合、設置箇所は特に限定されない。断線部１５ａが複数設けられる場合は、その設置数
が偶数か奇数かによって設置箇所を調節することが好ましい。例えば、断線部１５ａの設
置数を偶数とする際には、ダミーシール１５の中心に対して、対称の位置に設けられるこ
とが好ましい。また、設置数を奇数とする際には、上記条件にて偶数個の断線部１５ａを
設けた上で、さらにもう１つの断線部１５ａを任意の箇所に設ければよい。
【００２３】
　液晶表示パネルの切り出しを容易とし、更にパネルの平坦性を保つために、メインシー
ル１４とダミーシール１５との間隔Ｄ３は、０.５ｍｍ以上３０．０ｍｍ以下が好ましい
。Ｄ３は、メインシール１４に最も近いダミーシール１５とメインシール１４との間隔を
意味する。
　断線部１５ａは、基板同士を貼り合せるときにシール剤が潰れて結合することがある。
しかしこのような結合箇所は非常に薄いため、減圧下から大気圧へ戻す際の気圧差等によ
り容易に破れる。よってこのような場合でも本発明の効果は奏される。
【００２４】
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　本発明において断線部を有するダミーシールは上記形態に限定されない。以下に、前記
以外の形態のダミーシールを有する液晶表示パネル搭載基板について図を参照して説明す
る。以下に示す図は、いずれもガラス基板同士を貼り合わせた後の液晶表示パネル搭載基
板であって、それを上部から見た平面図である。前述のとおり、上部に位置するガラス基
板や基板上の配向膜や２枚の基板の間の液晶等は、図の煩雑化を避けるために省略する。
なお、特別な記載がない限り、隣接するメインシール同士の間隔Ｄ１、断線部の間隔Ｄ２
、メインシールとダミーシールとの間隔Ｄ３は、図１で説明した条件と同じである。
【００２５】
　図２は、本発明の第二の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。本液晶表示パネル搭
載基板は、基板３０上に形成された４つのメインシール３１の外周に、４つのダミーシー
ル３２が設けられている。各ダミーシール３２には、メインシール３１側に、それぞれ所
定のサイズの断線部３３が形成されている。このようにダミーシール３２の数を複数とす
る場合には、基板を貼り合せるときに発生する基板を引き寄せ合う力が、基板面で均等と
なるようにすることが好ましい。このため、ダミーシールの数を偶数として、基板の中心
を通る中心線に対して対称となる位置に設けることが好ましい。各ダミーシール３２は、
同形若しくは異形、またはこれらの組み合わせであればよい。基板を歪ませず、かつ均一
なセルギャップを形成するためには、基板を貼り合せた後のダミーシール３２におけるメ
インシール３１側とその外側部分との間隔Ｄ４を０.５ｍｍ以上３０．０ｍｍ以下とすれ
ばよい。特開２００２－３２８３８２号公報には、ダミーシールが破れるため、線幅をメ
インシールの１．５倍以上にすることが好ましいとの記載がある。しかし、本発明の形態
では断線部３３が設けられており、ダミーシールが破れることがない。そのため本発明で
は、ダミーシール３２の線幅をメインシール３１の線幅の０．７倍以上１．５倍未満とす
ればよく、これにより、シール剤の使用量が少なくなるので経済的に有利である。
【００２６】
　図３は、本発明の第三の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。本液晶表示パネル搭
載基板は、基板４０上に形成された６つのメインシール４１の外側に、２つのダミーシー
ル４２が設けられている。各ダミーシール４２は、メインシール４１を基準としてその対
称となる位置に、断線部４３が形成されている。基板を貼り合せた後のダミーシール４２
におけるメインシール４１側とその外側部分との間隔Ｄ４は前述と同じである。
【００２７】
　図４は、本発明の第四の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。基板５０のダミーシ
ール５２には管路状の断線部Ａが形成されている。このように管路状の断線部Ａを有する
ダミーシール５２をメインシール５１の外周に設ければ、重ね合わされた基板を減圧下か
ら大気圧へと戻した場合、非管路状の断線部を設ける場合と比較して気圧差の緩和がより
緩やかになる。また、図５は、本発明の第五の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。
図５に示すように、基板６０のメインシール６１の外周に、２つ以上の管路状の断線部Ｂ
を有するダミーシール６２を設けてもよい。複数の断線部Ｂを設ける場合には、できる限
りメインシール６１の中心に対して対称となる位置に設けることが好ましい。管路状の断
線部Ａ、Ｂを形成する場合、前述した断線部の間隔Ｄ２は、管路を形成するシール間の平
均距離に等しい。断線部の間隔Ｄ２は、図４ではＤ２’であり、図５ではＤ２''に該当す
る。管路状の断線部の長さは特に限定されないが、断線部内で空気抵抗が発生するおそれ
があるため、空気抵抗を考慮の上、決定されることが好ましい。
【００２８】
　図６は、本発明の第六の液晶表示パネル搭載基板の概略図である。図６に示すように、
ダミーシール７２には、２つの断線部７３が設けられている。各断線部７３は、基板７０
の中心に対して対称に設けられる。断線部７３は、無端のダミーシール７２を形成した後
に、所望の位置のシールを取り除いて設けてもよいし、各メインシール７１の外側であっ
て、これを包囲するように始点から終点をとって形成してもよい。また、同様の形状にな
るようスクリーン印刷等により塗布してもよい。
【００２９】
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　２．液晶表示パネル搭載基板の製造方法
　本発明の液晶表示パネル搭載基板の製造方法は、以下の工程を経て製造されることが好
ましい。
　（ａ１）前記２枚の基板のうちいずれか一方に、画素配列領域が包囲されるように第１
のシール剤を配して枠状の表示領域を形成する工程、
　（ｂ１）前記２枚の基板のうちいずれか一方に、一部を断線させた状態で第２のシール
剤を配することにより非閉塞領域を形成する工程、
　（ｃ）前記表示領域内に液晶を滴下する工程、
　（ｄ）前記表示領域を形成する第１の枠の外側に前記非閉塞領域を形成する第２の枠が
位置し、かつ前記第１の枠と前記第２の枠とが触れ合わないように前記２枚の基板を減圧
下にて重ね合わせる工程、
　（ｅ）前記重ね合わせた２枚の基板を減圧下から大気圧に戻す工程、
　（ｆ）前記基板同士を貼り合わせた後、前記第１および第２のシール剤を硬化させる工
程。
【００３０】
　前記（ａ１）の工程は、（ａ２）前記２枚の基板のうちいずれか一方、あるいは両方に
、画素配列領域が包囲されるように第１のシール剤を配して枠状の表示領域を形成する工
程であってもよい。また、前記（ｂ１）の工程は、（ｂ２）前記２枚の基板のうちいずれ
か一方、あるいは両方に、一部を断線させた状態で第２のシール剤を配することにより非
閉塞領域を形成する工程であってもよい。以下は説明を簡略にするため、特に断りがない
限り、（ａ１）と（ｂ１）を経る製造方法について説明する。
【００３１】
　図７は、本発明に係る液晶表示パネル搭載基板の製造方法を説明する図である。図７に
は２枚の基板を貼り合わせる前の状態が示されている。
　（ａ１）の工程において、２枚の基板のうちいずれか一方に、画素配列領域が包囲され
るように第１のシール剤が配され、枠状の表示領域が形成される。画素配列領域が包囲さ
れるように第１のシール剤を配するとは、液晶表示パネルの画素配列領域を含むように第
１のシール剤が配されることを意味する。このように形成された第１の枠２１は、基板を
貼り合せた後にメインシールとなる。
　（ｂ１）の工程において、２枚の基板のうちいずれか一方に、一部を断線させた状態で
第２のシール剤が配され、非閉塞領域が形成される。このように形成された第２の枠２２
は、ダミーシールとなる。
　各シールは、基板同士を貼り合わせた後に、所定の間隔となるように予め位置が調整さ
れている。図７では、図が煩雑になるのを避けるため、複数の第１の枠２１のうちの１つ
にのみ符号を付し、個々の符号は省略する。
【００３２】
　シール剤の塗布方法は、公知の技術を用いればよく、特に限定されない。好適な方法の
例には、ディスペンサーによる塗布、およびスクリーン印刷による塗布が含まれる。小型
の液晶表示パネルを製造する場合には、生産性を向上させる観点から、スクリーン印刷に
よる塗布が好ましい。シール剤には、紫外線硬化性樹脂と熱硬化性樹脂とを混合したハイ
ブリッドタイプのものが一般的に用いられる。シール剤は、枠を形成するだけでなく、２
枚の基板を一定の間隔を開けて貼り合わせるための接着剤としても作用する。各枠の形成
に用いるシール剤は、同一である必要はなく、用途等に応じて異なる種類を用いてもよい
。本発明において好適なシール剤については、後で詳細に説明する。
【００３３】
　本発明において、シール剤を塗布して形成される枠は、２枚の基板のうちいずれか一方
の基板に形成してもよいし、両方の基板上に形成してもよい。第１のシール剤を配してな
る第１の枠および第２のシール剤を配してなる第２の枠が形成された基板の組み合わせは
、例えば、次の５つのパターンが挙げられる。第１のパターンは、全ての第１の枠および
第２の枠を一方の基板に配する。第２のパターンは、一方の基板に全ての第１の枠を配し
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、他方の基板に全ての第２の枠を配する。第３のパターンは、全ての第１の枠を一方の基
板に配し、第２の枠を両方の基板に配する。第４のパターンは、第１の枠を両方の基板に
配し、全ての第２の枠を一方の基板に配する。第５のパターンは、第１の枠と第２の枠と
を、両方の基板に配する。また、両方の基板上に形成される枠については、１つの領域を
形成する１つの枠が両方の基板に分かれて配されている場合も含まれる。
【００３４】
　断線部２３を設ける方法は、特に限定されない。例えば、ダミーシール形成用のシール
剤を、第１の枠２１の外周に沿うようにして基板１１上に塗布する際に、互いに異なる点
である始点から終点まで塗布して断線部２３を設けてもよい。あるいは一旦、ダミーシー
ル形成用のシール剤を塗布して無端の枠を設けた後に、断線部２３となる箇所の枠の一部
を除去してもよい。枠の一部の除去は、プラスチックやＳＵＳ等からなるヘラ等の冶具で
あって、残留物が残らない冶具を用いて容易に行うことができる。
【００３５】
　（ｃ）の工程において、第１の枠２１のそれぞれの内部には、適量の液晶２４が滴下さ
れる。この液晶滴下は、通常、大気圧下で行なわれる。第１の枠２１内に収まるように、
第１の枠２１のサイズに応じて微小の液晶２４を滴下することが好ましい。これにより、
滴下される液晶２４の容量が貼り合せ後の第１の枠２１と基板で囲まれる空間の容量を超
えて第１の枠２１に過剰の圧力がかかることを防げるため、第１の枠２１から形成される
メインシールが破れにくくなる。
【００３６】
　（ｄ）の工程において、液晶２４が滴下された基板１１は、他の基板２７と減圧下で重
ね合わされる。重ね合わせは、例えば真空貼り合せ装置を用いて行なえばよい。当該装置
は、減圧下で２枚の基板を重ね合わせることができるものであればよく、特に限定されな
い。基板は、第１の枠２１と第２の枠２２とが互いに触れ合うことなく、かつ互いに対向
するように重ねられる。このように第１の枠２１と第２の枠２２とを互いに触れ合わせる
ことなく基板を重ねるためには、第１の枠２１と第２の枠２２は、いずれも同一の基板上
に設けられることが好ましい。このとき基板２７には、図７に示すように予めスペーサー
２８が散布されていることが好ましい。スペーサー２８は、セルギャップを均一に保つ上
で有効であり、通常は真球状のシリカ粒子が用いられる。また、スペーサー２８はシール
剤に含まれていてもよい。スペーサー２８の種類やサイズは、所望とするセルギャップに
応じて適宜選択される。
【００３７】
　減圧下において重ね合わせた基板同士は、（ｅ）の工程において減圧下から大気圧下へ
戻される。このように重ね合わされた基板は図１で表される。このときダミーシール１５
の内側であってメインシール１４の外側に位置する領域（Ａ１）は減圧状態にあるので、
ダミーシール１５の外側の領域（Ａ２）との間に気圧差が発生する。そのため、２枚の基
板はその両外側から押圧される。このとき、断線部１５ａからＡ２に大気が徐々に侵入し
、Ａ２内の減圧状態が周囲の気圧（Ａ１の気圧）に近づく。これにより、両者間の気圧差
は適当な時間の経過後に解消され、基板を歪ませることなく、均一なセルギャップが作ら
れる。また、基板に対して必要以上に継続して圧力がかからないので、基板の平坦性が確
保される。
【００３８】
　Ａ１とＡ２との気圧差を緩和する速度は、基板の置かれた環境の圧力を減圧下から大気
圧に戻す速度によっても制御することができる。また、断線部１５ａの間隔と、大気圧に
戻す速度とを組み合わせて、気圧差を緩和する速度を制御してもよい。
【００３９】
　この後、（ｆ）の工程において、基板間にあるシール剤を硬化させる。硬化は、電子線
、紫外線、可視光等の光の照射、または加熱により行われる。硬化の条件は、シール剤の
組成に応じて適宜選択すればよい。なお、表示領域が小さい液晶表示パネルを作製する場
合には、ブラックマトリクスやシールを横切る配線により遮光部の比率が高くなるので、
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加熱による硬化が好適である。ブラックマトリクスとは、フォトレジストから規定され、
カラーフィルターを構成する光の３原色、Ｒ（赤）Ｇ（緑）Ｂ（青）を包囲する格子状の
囲みである。また、紫外線の照射あるいは加熱に用いる装置は特に限定されない。加熱装
置との例には、オーブン、ホットプレート、およびホットプレスが含まれる。
【００４０】
　加熱時の基板間のズレを防止するために、予め仮止めを行なってもよい。仮止めの手段
は、特に限定されず、公知の技術を用いることができる。例えば、光硬化性の仮止め剤を
塗布し、基板を重ね合わせた後に光を当てればよい。また、第１の枠２１の外周に光によ
って硬化する剤等を塗布してから、基板を重ね合わせた後に光を当ててもよい。さらには
、第２の枠２２を光ラジカル重合開始剤を含むシール剤で形成して仮止めしてもよい。
【００４１】
　前記（ｆ）の工程において、重ね合わされた基板を、４０℃以上であって前記液晶のネ
マチック－等方相転移温度未満の温度において、１～１２０分間加熱して、前記シール剤
を硬化させてもよい。このようにシール剤を硬化させると、シール部の変形、シール部へ
の液晶のリークまたはシール剤成分の液晶部への染み出しが少ない液晶表示パネルが得ら
れる。このような液晶表示パネルは信頼性に優れる。シール部とはシール剤で形成された
シールパターンのことであり、液晶部とは液晶が充填されている部分をいう。液晶のネマ
チック－等方相転移温度（「ＮＩ温度」という）とは、液晶がネマチック相から、液晶性
を示さない等方相へ転移する温度をいう。ＮＩ温度は液晶の種類にもよるが、通常は７０
～９０℃である。この硬化は「ＮＩ未満での硬化」とも呼ばれる。記号「～」はその両端
の数値を含む。
【００４２】
　ＮＩ未満での硬化工程を経て製造された液晶表示パネルが、シール部の変形、シール部
への液晶のリークまたはシール剤成分の液晶部への染み出しが少なくなるメカニズムは次
のように推察される。
　液晶部に液晶性物質が充填され、未硬化のシール剤と接している場合を例に説明する。
ネマチック状態にある液晶性物質は、結晶に近い性質を有するため、シール剤とはなじみ
にくい。そのため液晶部とシール剤が直接接していても、シール剤成分、特に未硬化の有
機成分が液晶中に溶出しにくい。一方、液晶性物質は等方状態になると、もはや液晶とし
ての性質は失われ分子の秩序がほとんどない状態となり、シール剤となじみやすくなる。
さらに液晶性物質は等方状態になると体積が急激に膨張するので、液晶部とシール剤が直
接接していると、両者の密着の度合いが高まる。そのため、シール剤の成分、特に未硬化
の有機成分が液晶部に染み出しやすくなる。さらに液晶性物質は等方相になると流動性が
高くなるためシール部へ浸入しやすくもなる。そこで、４０℃以上ＮＩ温度未満の温度で
シール剤を硬化させることにより、シール剤成分、特に未硬化の有機成分が液晶部に溶出
すること、あるいは液晶性分子がシール部に浸入することを低減できると考えられる。た
だし、メカニズムはこれに限定されない。
【００４３】
　また、この他にシール剤の加熱硬化時の粘度が低下しすぎると、シール部へ液晶がリー
クしやすくなるという問題が生じる。この現象は、上述したような液晶とシール剤との「
なじみの良さ」ではなく、シールが軟化するため液晶によりシール部分が変形されるか、
あるいは決壊されることに起因すると考えられる。しかし、ＮＩ未満での硬化においては
、温度が比較的低いため、シール剤の粘度低下が起こりにくく、シール部へ液晶がリーク
しにくくなるという利点がある。
【００４４】
　ＮＩ未満での硬化における温度の下限は４０℃以上である。当該温度が４０℃未満であ
ると、室温との差が小さくなり反応温度を制御することが難しくなる。また、下限温度が
高いとシール剤の硬化反応が進行しやすくなることから、下限温度は６０℃であることが
好ましい。前記温度の上限は、ＮＩ温度未満であれば特に限定されない。しかし通常用い
られる液晶のＮＩ温度は７０～９０℃であるため、硬化温度の上限は９０℃未満とするこ
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とが好ましい。
【００４５】
　ＮＩ未満での硬化における硬化時間は１～１２０分間であることが好ましい。硬化時間
が前記範囲にあると、シール剤の硬化が十分となり、かつ製造効率にも優れる。特に硬化
時間は３０～９０分間であることが好ましい。
【００４６】
　ＮＩ未満での硬化の後において、シール剤は完全に硬化していることが好ましいが、あ
る程度のレベルまで硬化していればよい。その硬化のレベルとは、重ね合わせられた基板
が液晶のＮＩ温度以上に加熱されたときに、シール剤成分が液晶に染み出さないか、ある
いは液晶がシール部に浸入しないレベルである。例えば、シール剤がアクリル基等の重合
基を有する化合物を含む場合は、前記シール剤の硬化のレベルは、「重合基の残存率」が
６０％以下であることが好ましい。
【００４７】
　「重合基の残存率」は、「ＮＩ未満での硬化後のシール剤中の重合基量」と「ＮＩ未満
での硬化前のシール剤中の重合基量」の比で定義され、硬化反応の進行度を表す指標とな
る。重合基の例には、アクリル基、メタクリル基、およびエポキシ基が含まれる。
　重合基の残存率は例えば、本発明のシール剤をＮＩ未満での硬化とほぼ同じ条件で加熱
したときに得られる硬化発熱量を測定して求められる。測定にはＤＳＣ（示差走査熱量分
析）を用いることが好ましい。すなわちＤＳＣを用いて、本発明の未硬化のシール剤をＮ
Ｉ未満での硬化と同じ条件で加熱し、その間に測定される発熱量ｘを求める。一方で、本
発明の未硬化のシール剤を、シール剤が完全に硬化する条件（例えば１５０℃で１時間）
で加熱し、その際に測定される発熱量ｙを求める。重合基の残存率はｘ、ｙを用いて次式
（１）で求められる。
　　　　重合基の残存率（％）＝（１－ｘ／ｙ）×１００・・・（１）
【００４８】
　本発明に用いられるシール剤がアクリル基またはメタクリル基（これらを合わせて「（
メタ）アクリル基」という）を有する化合物を多く含む場合は、（メタ）アクリル基の残
存率が６０％以下であればよい。シール剤が（メタ）アクリル基を有する化合物を多く含
むとは、シール剤に含まれる重合性官能基数のうち５０％以上が（メタ）アクリル基であ
ることを意味する。
【００４９】
　ＮＩ未満での硬化の後には、（ｇ）前記基板を前記ＮＩ温度以上の温度に加熱する工程
（「後硬化」ともいう）が設けられてもよい。このことによりシール剤を確実に硬化させ
ることができる。また（ｇ）工程において、液晶を一旦等方相に加熱し再配向させる、い
わゆる液晶アニールを同時に行うと、液晶の性能を向上させることができるので好ましい
。（ｇ）工程を行う前に既に、シール剤はあるレベルまで硬化されているため、（ｇ）工
程において液晶が等方相になったとしても、液晶部にシール剤成分は染み出しにくく、ま
たシール部に液晶が浸入しにくくなる。よって、（ｇ）工程における温度および硬化時間
等は特に限定されず、使用する液晶やシール剤の種類等に合わせて適宜決定される。
【００５０】
　図１に示すように、本発明により製造された液晶表示パネル搭載基板は、各シールによ
って２枚の基板がしっかりと貼り合わされた状態にある。また、気圧差を利用して基板同
士を貼り合せる際にも、大きな気圧差が生じず、生じた場合でもその状態が継続しないた
め、基板の歪はなく、各メインシールのセルギャップも均一である。したがって、貼り合
せた基板をメインシールの外周に所定間隔で沿うように切断すれば、非常に品質に優れる
液晶表示パネルが得られる。
【００５１】
　３．シール剤
　メインシールを形成するための第１のシール剤の、Ｅ型粘度計を用いて測定される２５
℃、１.０ｒｐｍでの粘度は、２０Ｐａ・ｓ以上５００Ｐａ・ｓ以下が好ましい。この粘
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度が２０Ｐａ・ｓ未満であると、基板上にシールが広がりやすくなる。このようにシール
が広がれば、メインシールを形成するために基板に塗布したシール剤の厚みよりも、滴下
した液晶の方が厚くなることがある。そのため、重ね合わせた基板にシール剤よりも液晶
の方が先に接触してしまうので、液晶が基板面を伝わって第１の枠の外側に広がり、液晶
の封止が困難となる場合がある。一方、前記粘度が５００Ｐａ・ｓを超えると、気圧差を
利用して基板を貼り合わせようとしてもシール剤を所定の厚みまで潰すことが難しくなる
ので、セルギャップを好適に調節することが難しい。以上から、前記粘度は、２０Ｐａ・
ｓ以上２５０Ｐａ・ｓが好ましく、７０Ｐａ・ｓ以上２１０Ｐａ・ｓ以下がより好ましい
。このようなシール剤は、高温にせずとも適度の流動性が確保されるため、スクリーン印
刷法やディスペンサーを用いた塗布方法等、いずれの方法においてもシール剤の塗布性が
良好である。また、このようなシール剤は基板を貼り合わせる際に容易に所定の厚みまで
潰れるため、基板に歪が生じにくく、さらには液晶のリークも起こりにくい。なお、本発
明において塗布性とは、基板に対するシール剤の塗布のし易さを表す指標である。第１の
シール剤の粘度がこの範囲にあれば、本発明の製造方法により液晶表示パネル搭載基板を
製造する際に、容易にシール剤を所定の間隔まで潰すことができ、セルギャップを好適に
調節できるため好ましい。
【００５２】
　また第１のシール剤の、８０℃、１．０ｒｐｍにおける粘度は５００Ｐａ・ｓより大き
いことが好ましい。８０℃での粘度とは、上記組成物をＥ型回転粘度計のカップの中に入
れ、昇温速度５℃／ｍｉｎ．で８０℃まで昇温させて、その後５分間８０℃で放置した後
、上記の方法で測定した粘度である。一般に、熱硬化性樹脂は加熱硬化の際に一度樹脂の
粘度が低下し、硬化反応が進行するにしたがって、再び粘度が高まる。通常、液晶表示パ
ネルを作る際には、基板同士を重ね合わせた後にシール剤を加熱して硬化させる。加熱は
、通常、４０～１５０℃程度の温度範囲で行われる。このため、上記のようなシール剤を
用いると、シール剤の粘度が高く保持されるので、シール部に液晶がリークする等の問題
は発生しない。８０℃、１．０ｒｐｍでの粘度は、１０３～１０９Ｐａ・ｓがより好まし
く、１０３～１０７Ｐａ・ｓが特に好ましい。なお、Ｅ型回転粘度計の測定限界は、通常
、ロータコード５を使用した場合、約７８０Ｐａ・ｓである。このため、８０℃、１．０
ｒｐｍでの粘度が７８０Ｐａ・ｓを超えることが予想される場合には、パラレルプレート
法を用いて測定することが好ましい。パラレルプレート法による測定は、例えばＲｈｅｏ
Ｓｔｒｅｓｓ　ＲＳ１５０（ＨＡＡＫＥ製）等の粘弾性型測定器を用いて、その機種の標
準法に準じて行えばよい。
【００５３】
　更に、本発明に陥られるシール剤のチキソトロピー指数は、１．０以上５．０以下が好
ましく、１．１以上５．０以下がより好ましく、１．２以上２．５以下が特に好ましい。
チキソトロピー指数は、Ｅ型粘度計により測定された２５℃，０．５ｒｐｍでの粘度η１
と、２５℃，５．０ｒｐｍでの粘度η２との比（η１／η２）である。すなわちチキソト
ロピー指数は、比較的低いせん断速度で測定した粘度と比較的高いせん断速度で測定した
粘度との比である。チキソトロピー指数が高い流体は、低せん断速度下では高粘度である
が、高せん断速度下では低粘度として振舞う。このため、上記のシール剤は、高せん断速
度の環境下におかれる塗布時において低粘度であり、基板に対するシール剤の塗布性が向
上する。一方、塗布されたメインシールへ液晶がリークするときには、シール剤は低せん
断速度の環境下におかれる。上記のシール剤は、低せん断速度の環境下では、高粘度であ
るため、シール部への液晶のリークが起こりにくい。シール剤の粘度は、Ｅ型回転粘度計
（例えば、ＢＲＯＯＫＦＩＥＬＤ社製のデジタルレオメータ型式ＤＶ－ＩＩＩ　ＵＬＴＲ
Ａ）を用いて、半径１２ｍｍ、角度３°のＣＰ－５２型コーンプレート型センサーにて、
所定の温度においてシール剤を５分間放置した後に測定される値である。
【００５４】
　シール剤は、上記の粘度や強度等を得る観点から、（１）アクリル樹脂、（２）一分子
内にエポキシ基および（メタ）アクリル基をそれぞれ１個以上有する（メタ）アクリル変
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性エポキシ樹脂、（３）フィラーを含むことが好ましい。シール剤には、さらに（４）熱
ラジカル発生剤、（５）エポキシ樹脂、（６）潜在性エポキシ硬化剤、（７）光ラジカル
重合開始剤、（８）熱可塑性ポリマー、（９）その他の添加剤が適宜含まれていてもよい
。加熱によりシール剤を硬化させる場合には（４）熱ラジカル発生剤を用いることが好ま
しく、光によりシール剤を硬化させる場合には（７）光ラジカル重合開始剤を用いること
が好ましい。また、熱ラジカル発生剤と光ラジカル重合開始剤とを併用し、光および熱の
両方を用いてもよい。（２）一分子内にエポキシ基および（メタ）アクリル基をそれぞれ
１個以上有する（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂を「変性エポキシ樹脂」と称する。
【００５５】
　シール剤は、本発明の効果を損なわない限り、上記成分を混合することにより任意に製
造されうる。混合は、例えば、双腕式攪拌機、ロール混練機、２軸押出機、ボールミル混
練機、遊星式撹拌機等の公知の混練機械を用いて行えばよい。混練温度は、ゲル化させる
ことなく均一に混練するために、ロール混練時のシール剤温度は１５℃～３５℃に設定さ
れることが好ましい。得られた混合物は、必要に応じてフィルターを用いてろ過した後に
、真空脱泡処理を施し、更にガラス瓶やポリ容器に密封充填した状態で保管することが好
ましい。また、シール剤に含まれる化合物のうち、使用する樹脂の種類、分子量、配合比
やフィラーの粒子径、種類、配合比、あるいは添加剤の使用量等を調節すれば、シール剤
の粘度を調整することができる。
【００５６】
　本発明において好適な各成分について詳細に説明する。
　（１）アクリル樹脂
　シール剤に含まれるアクリル樹脂とは、アクリル酸エステルおよび／またはメタクリル
酸エステルモノマー、またはこれらのオリゴマーをいう。これらの例には以下のものが含
まれる。
【００５７】
　ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ポリプロピレングリコール等のジア
クリレートおよび／またはジメタクリレート；トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシア
ヌレートのジアクリレートおよび／またはジメタクリレート；ネオペンチルグリコール１
モルに４モル以上のエチレンオキサイド若しくはプロピレンオキサイドを付加して得たジ
オールのジアクリレートおよび／またはジメタクリレート；ビスフェノールＡ１モルに２
モルのエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得たジオールのジア
クリレートおよび／またはジメタクリレート；トリメチロールプロパン１モルに３モル以
上のエチレンオキサイド若しくはプロピレンオキサイドを付加して得たトリオールのジま
たはトリアクリレートおよび／またはジまたはトリメタクリレート；ビスフェノールＡ１
モルに４モル以上のエチレンオキサイド若しくはプロピレンオキサイドを付加して得たジ
オールのジアクリレートおよび／またはジメタクリレート；トリス（２－ヒドロキシエチ
ル）イソシアヌレートトリアクリレートおよび／またはトリメタクリレート；トリメチロ
ールプロパントリアクリレートおよび／またはトリメタクリレート、またはそのオリゴマ
ー；ペンタエリスリトールトリアクリレートおよび／またはトリメタクリレート、または
そのオリゴマー；ジペンタエリスリトールのポリアクリレートおよび／またはポリメタク
リレート；トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート；カプロラクトン変性トリス
（アクリロキシエチル）イソシアヌレート；カプロラクトン変性トリス（メタクリロキシ
エチル）イソシアヌレート；アルキル変性ジペンタエリスリトールのポリアクリレートお
よび／またはポリメタクリレート；カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールのポリア
クリレートおよび／またはポリメタクリレート；ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリ
コールジアクリレートおよび／またはジメタクリレート；カプロラクトン変性ヒドロキシ
ピバリン酸ネオペンチルグリコールジアクリレートおよび／またはジメタクリレート；エ
チレンオキサイド変性リン酸アクリレートおよび／またはジメタクリレート；エチレンオ
キサイド変性アルキル化リン酸アクリレートおよび／またはジメタクリレート；ネオペン
チルグルコール、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールのオリゴアクリレート
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および／またはオリゴメタクリレート等。
【００５８】
　アクリル樹脂の例には、エポキシ樹脂の総てのエポキシ基を（メタ）アクリル酸と反応
させて得られる、エポキシ樹脂を完全に（メタ）アクリル化した樹脂も含まれる。
　このときに用いられるエポキシ樹脂の例には、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、
フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノー
ルＦ型エポキシ樹脂、トリフェノールメタン型エポキシ樹脂、トリフェノールエタン型エ
ポキシ樹脂、トリスフェノール型エポキシ樹脂、ジフェニルエーテル型エポキシ樹脂、ジ
シクロペンタジエン型エポキシ樹脂、およびビフェニル型エポキシ樹脂が含まれる。
【００５９】
　シール剤に含まれるアクリル樹脂の数平均分子量は、３００～２０００が好ましい。こ
のようなアクリル樹脂は、液晶に対する溶解性や拡散性が低くなるため、製造される液晶
表示パネルの表示品質が良好となる。また（５）エポキシ樹脂に対する相溶性も向上する
。アクリル樹脂の数平均分子量は、例えばゲルパーミエーションクロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）により、ポリスチレンを標準として測定できる。シール剤は、上述したアクリル樹
脂の数種類を組み合わせて含んでいてもよい。シール剤に含まれるアクリル樹脂は、水洗
法などにより高純度化されていることが好ましい。
【００６０】
　（２）変性エポキシ樹脂
　変性エポキシ樹脂は、一分子内に（メタ）アクリル基とエポキシ基を併せ持つ化合物で
ある。このような化合物の例には、ビスフェノール型エポキシ樹脂やノボラック型エポキ
シ樹脂等のエポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸、フェニルメタクリレートを、例えば、塩
基性触媒下で反応することにより得られる樹脂が含まれる。このような変性エポキシ樹脂
は、樹脂骨格内にエポキシ基と（メタ）アクリル基を併せ持つため、液晶シール剤の（１
）アクリル樹脂と、後述する（５）エポキシ樹脂との相溶性に優れる。そのためガラス転
移温度（Ｔｇ）が高く、かつ接着性に優れる硬化物を与える。
【００６１】
　変性エポキシ樹脂の原料となるエポキシ樹脂の例には、クレゾールノボラック型エポキ
シ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビス
フェノールＦ型エポキシ樹脂、トリフェノールメタン型エポキシ樹脂、トリフェノールエ
タン型エポキシ樹脂、トリスフェノール型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキ
シ樹脂、およびビフェニル型エポキシ樹脂が含まれる。また変性エポキシ樹脂は、分子蒸
留法や洗浄法等により高純度化されていることが好ましい。
【００６２】
　本発明のシール剤に含まれる（１）アクリル樹脂と（２）変性エポキシ樹脂の比率は任
意である。例えば本発明のシール剤は、（２）変性エポキシ樹脂を含有することなく（１
）アクリル樹脂のみを含有してもよい。この場合は、液晶がシール部へ漏れにくいシール
剤となりうる。また本発明のシール剤は、（１）アクリル樹脂を含有することなく（２）
変性エポキシ樹脂のみを含有してもよい。この場合はエポキシ硬化剤との組み合せで接着
強度が良好なシール剤となりうる。さらに本発明のシール剤は両者を含有してもよい。こ
の場合、両者の含有比（重量比）はアクリル樹脂１０～７０：変性エポキシ樹脂９０～３
０であることが好ましく、さらにはアクリル樹脂２０～５０：変性エポキシ樹脂８０～５
０であることが好ましい。シール剤の接着信頼性を高めるためである。（１）アクリル樹
脂と（２）変性エポキシ樹脂とを合わせたものを「樹脂ユニット」とも称する。
【００６３】
　（３）フィラー
　フィラーとは、シール剤の粘度制御や、シール剤の硬化物の強度向上、線膨張性制御等
を目的として添加される充填剤をいう。フィラーを充填することにより、シール剤の接着
信頼性が向上する。フィラーは、通常電子材料分野で使用されるものであれば限定されな
い。このようなフィラーの例には、無機フィラーおよび有機フィラーが含まれる。無機フ
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ィラーの例には、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸バリウム、硫酸マグネシウム
、珪酸アルミニウム、珪酸ジルコニウム、酸化鉄、酸化チタン、酸化アルミニウム（アル
ミナ）、酸化亜鉛、二酸化ケイ素、チタン酸カリウム、カオリン、タルク、ガラスビーズ
、セリサイト活性白土、ベントナイト、窒化アルミニウム、および窒化ケイ素が含まれる
。有機フィラーの例には、環球法［ＪＡＣＴ試験法：ＲＳ－２］による軟化点温度が１２
０℃を超えるポリマー粒子が含まれる。このようなポリマー粒子の具体例には、ポリスチ
レンおよびこれと共重合可能なモノマー類を共重合した共重合体の微粒子、ポリエステル
微粒子、ポリウレタン微粒子、およびゴム微粒子が含まれる。
【００６４】
　中でも、フィラーとしては無機フィラーが好ましい。シール剤の線膨張率を低減させ形
状を良好に保持できるからである。特に、二酸化ケイ素やタルクは、紫外線を透過しにく
いという利点も有するので好ましい。
【００６５】
　上記フィラーの形状は特に限定されず、球状、板状、針状等の定形状あるいは非定形状
のいずれであってもよい。フィラーの平均一次粒子径は、１．５μｍ以下であることが好
ましく、かつその比表面積が１ｍ２／ｇ～５００ｍ２／ｇであることが好ましい。フィラ
ーの平均一次粒子径および比表面積が上記範囲内であると、それを含むシール剤のチキソ
トロピー性と粘度のバランスが優れるからである。フィラーの平均一次粒子径は、ＪＩＳ
　Ｚ８８２５－１に記載のレーザー回折法で測定できる。また、比表面積測定は、ＪＩＳ
　Ｚ８８３０に記載のＢＥＴ法により測定できる。
【００６６】
　シール剤におけるフィラーの含有量は、樹脂ユニット１００重量部に対して、１～５０
重量部であることが好ましく、１０～３０重量部であることがより好ましい。フィラーの
含有量が上記範囲内であれば、前述のチキソトロピー指数を、１．０～５．０に制御する
ことが容易となる。
　また、シール剤は、上記のフィラーを２種類以上含有することが好ましい。具体的には
、材質の種類が異なる２種類以上のフィラーを組み合わせたり、材質が同種であって、平
均粒子径が異なる（平均粒子系が０．３μｍ以上異なる）２種類以上のフィラーを組み合
わせたりしてもよい。
【００６７】
　（４）熱ラジカル発生剤
　熱ラジカル発生剤とは、加熱されてラジカルを発生する化合物、すなわち熱エネルギー
を吸収し、分解してラジカル種を発生する化合物をいう。このような熱ラジカル発生剤は
、加熱によりシール剤を硬化させる場合に好適である。シール剤における熱ラジカル発生
剤の含有量は、シール剤の粘度安定性と硬化性とのバランスを図るため、樹脂ユニット１
００重量部に対して０．０１～３．０重量部とすることが好ましい。
【００６８】
　熱ラジカル発生剤の１０時間半減期温度は、３０℃～８０℃であることが好ましく、５
０℃～７０℃であることがさらに好ましい。１０時間半減期温度とは、熱ラジカル発生剤
を不活性ガス下、一定の温度で１０時間熱分解反応させた際に、熱ラジカル発生剤濃度が
元の半分になるときの温度である。一般に、１０時間半減期温度が低い熱ラジカル発生剤
は、比較的低温でもラジカルを発生させやすいので、それを含むシール剤は低温でも硬化
しやすい。逆に当該温度が高い熱ラジカル発生剤はラジカルを発生させにくいので、それ
を含むシール剤の硬化性は低い。このため、熱ラジカル発生剤の１０時間半減期温度が上
記範囲にあると、粘度安定性と硬化性のバランスがよくなる。
　特に、熱ラジカル発生剤の１０時間半減期温度が上記範囲にあると、ＮＩ未満での硬化
においてシール剤の硬化を促進できるので好ましい。
【００６９】
　１０時間半減期温度は、以下の方法により求めることができる。熱分解反応を１次反応
式として取り扱うと、以下の式（２）が成り立つ。
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　ｌｎ（Ｃ０／Ｃｔ）＝ｋｄ×ｔ・・・（２）
　　　　　Ｃ０：熱ラジカル発生剤の初期濃度
　　　　　Ｃｔ：熱ラジカル発生剤のｔ時間後の濃度
　　　　　ｋｄ：熱分解速度定数
　　　　　　ｔ：反応時間
　半減期は、熱ラジカル発生剤の濃度が半分になる時間、すなわちＣｔ＝Ｃ０／２となる
時間である。熱ラジカル発生剤の半減期がｔ時間となる場合には以下の式（３）が成り立
つ。
【００７０】
　ｋｄ＝（１／ｔ）・ｌｎ２　　・・・（３）
【００７１】
　一方、速度定数の温度依存性はアレニウスの式で表されるから、以下の式（４）が成立
する。
　　　　　　　　ｋｄ＝Ａｅｘｐ（－ΔＥ／ＲＴ）
　（１／ｔ）・ｌｎ２＝Ａｅｘｐ（－ΔＥ／ＲＴ）　　・・・（４）
　　　　Ａ：頻度因子
　　　ΔＥ：活性化エネルギー
　　　　Ｒ：気体定数（８．３１４Ｊ／ｍｏｌ・Ｋ）
　　　　Ｔ：絶対温度（Ｋ）
　ｋｄおよびΔＥの値は、Ｊ．Ｂｒａｎｄｒｕｐら著、「ポリマーハンドブック」（第４
版）、第１巻、第ＩＩ－１～ＩＩ－６９頁、　ＷＩＬＥＹ－ＩＮＴＥＲＳＣＩＥＮＣＥ（
１９９９年）（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｈａｎｄ　Ｂｏｏｋ　ｆｏｕｒｔｈ　ｅｄｉｔｉｏｎ　
ｖｏｌｕｍ　１、ＩＩ－１～ＩＩ－６９）に記載されている。以上から、ｔ＝１０時間と
すれば、１０時間半減期温度Ｔを求めることができる。
【００７２】
　熱ラジカル発生剤は公知のものを用いることができ、その例には有機過酸化物やアゾ化
合物、置換エタン化合物等が含まれる。有機過酸化物は、ケトンパーオキサイド、パーオ
キシケタール、ハイドロパーオキサイド、ジアルキルパーオキサイド、パーオキシエステ
ル、ジアシルパーオキサイド、パーオキシジカーボネートに分類されるものが好ましいが
、公知のものを適宜選択すればよい。
【００７３】
　有機過酸化物の例を以下に示す。かっこ内の数字は１０時間半減期温度である（和光純
薬カタログ、エーピーアイコーポレーションカタログ、および前述のポリマーハンドブッ
ク参照）。ケトンパーオキサイド類の例には、メチルエチルケトンパーオキサイド（１０
９℃）、シクロヘキサノパーオキサイド（１００℃）等が含まれる。
【００７４】
　パーオキシケタール類の例には以下のものが含まれる。
　１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）３，３，５－トリメチルシクロヘキサン（８
７℃）、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキサン（８７℃）、１，１－
ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロヘキサン（９１℃）、２，２－ビス（ｔ－ブチルパ
ーオキシ）ブタン（１０３℃）、１，１－（ｔ－アミルパーオキシ）シクロヘキサン（９
３℃）、ｎ－ブチル４，４－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）バレレート（１０５℃）、２
，２－ビス（４，４－ジ－ｔ－ブチルパーオキシシクロヘキシル）プロパン（９５℃）。
【００７５】
　ハイドロパーオキサイド類の例には以下のものが含まれる。
　ｐ－メンタンハイドロパーオキサイド（１２８℃）、ジイソプロピルベンゼンハイドロ
パーオキサイド（１４５℃）、１，１，３，３－テトラメチルブチルハイドロパーオキサ
イド（１５３℃）、クメンハイドロパーオキサイド（１５６℃）、ｔ－ブチルハイドロパ
ーオキサイド（１６７℃）。
【００７６】
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　ジアルキルパーオキサイドの例には以下のものが含まれる。
　α，α－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン（１１９℃）、ジクミ
ルパーオキサイド（１１６℃）、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキ
シ）ヘキサン（１１８℃）、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド（１２０℃）、ｔ－アミル
パーオキサイド（１２３℃）、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド（１２４℃）、２，５－ジ
メチル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキセン－３（１２９℃）。
【００７７】
　パーオキシエステル類の例には以下のものが含まれる。
　クミルパーオキシネオデカノエート、（３７℃）、１，１，３，３－テトラメチルブチ
ルパーオキシネオデカノエート（４１℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシネオデカノエート（
４５℃）、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート（４６℃）、ｔ－アミルパーオキシネ
オデカノエート（４６℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート（５３℃）、ｔ－ブチル
パーオキシピバレート（５５℃）、ｔ－アミルパーオキシピバレート（５５℃）、１，１
，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート（６５℃）、２，
５－ジメチル－２，５－ビス（２－エチルヘキサノイルパーオキシ）ヘキサン（６６℃）
、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート（７０℃）、ｔ－ブチルパーオキ
シ－２－エチルヘキサノエート（７２℃）、ｔ－アミルパーオキシ－２－エチルヘキサノ
エート（７５℃）、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート（８２℃）、ｔ－ヘキシルパー
オキシイソプロピルモノカーボネート（９５℃）、ｔ－ブチルパーオキシマレイックアシ
ッド（９６℃）、ｔ－アミルパーオキシノルマルオクトエート（９６℃）、ｔ－アミルパ
ーオキシイソノナノエート（９６℃）、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチル
ヘキサノエート（９７℃）、ｔ－ブチルパーオキシラウレート（９８℃）、ｔ－ブチルパ
ーオキシイソプロピルモノカーボネート（９９℃）、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチル
ヘキシルモノカーボネート（９９℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシベンゾエート（９９℃）
、２，５－ジメチル－２，５ビス（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン（１００℃）、ｔ－
アミルパーオキシアセテート（１００℃）、ｔ－アミルパーオキシベンゾエート（１００
℃）、ｔ－ブチルパーオキシアセテート（１０２℃）、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエー
ト（１０４℃）。
【００７８】
　ジアシルパーオキサイド類の例には以下のものが含まれる。
　ジイソブチリルパーオキサイド（３３℃）、ジ－３，５，５－トリメチルヘキサノイル
パーオキサイド（６０℃）、ジラウロイルパーオキサイド（６２℃）、ジスクシニックア
シッドパーオキサイド（６６℃）、ジベンゾイルパーオキサイド（７３℃）。
【００７９】
　パーオキシジカーボネート類の例には以下のものが含まれる。
　ジ－ｎ－プロピルパーオキシジカーボネート（４０℃）、ジイソプロピルパーオキシジ
カーボネート（４１℃）、ビス（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネ
ート（４１℃）、ジ－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート（４４℃）、ｔ-ア
ミルパーオキシプロピルカーボネート（９６℃）、ｔ-アミルパーオキシ２エチルヘキシ
ルカーボネート（９９℃）。
【００８０】
　アゾ系熱ラジカル発生剤の例には、水溶性アゾ系熱ラジカル発生剤、油溶性アゾ系熱ラ
ジカル発生剤、および高分子アゾ系熱ラジカル発生剤が含まれる。
【００８１】
　水溶性アゾ系熱ラジカル発生剤の例には以下のものが含まれる。
　２，２’－アゾビス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジスルフェート
ジハイドレート（４６℃）、２，２’－アゾビス［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２－
メチルプロピオンアミジン］ハイドレート（５７℃）、２，２’－アゾビス｛２－［１－
（２－ヒドロキシエチル）－２－イミダゾリン－２－イル］プロパン｝ジハイドロクロラ
イド（６０℃）、２，２’－アゾビス（１－イミノ－１－ピロリジノ－２－エチルプロパ
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ン）ジハイドロクロライド（６７℃）、２，２’－アゾビス［２－メチル－Ｎ－（２－ヒ
ドロキシエチル）プロピオンアミド］（８７℃）、２，２’－アゾビス［２－（２－イミ
ダゾリン－２－イル）プロパン］ジハイドロクロライド（４４℃）、２，２’－アゾビス
（２－メチルプロピオンアミジン）ジハイドロクロライド（５６℃）、２，２’－アゾビ
ス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］（６１℃）、２，２’－アゾビス｛
２－メチル－Ｎ－［１，１－ビス（ヒドロキシメチル）－２－ヒドロキシエチル］プロピ
オンアミド｝（８０℃）。
【００８２】
　油溶性アゾ系熱ラジカル発生剤の例には以下のものが含まれる。
　２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）（３０℃）、
ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）（６６℃）、１，１’－ア
ゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）（８８℃）、１，１’－［（シアノ－１
－メチルエチル）アゾ］ホルムアミド（１０４℃）、２，２’－アゾビス（Ｎ－シクロヘ
キシル－２－メチルプロピオンアミド）（１１１℃）、２，２’－アゾビス（２，４－ジ
メチルバレロニトリル）（５１℃）、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）
（６７℃）、２，２’－アゾビス［Ｎ－（２－プロペニル）－２－メチルプロピオンアミ
ド］（９６℃）、２，２’－アゾビス（Ｎ－ブチル－２－メチルプロピオンアミド）（１
１０℃）。
【００８３】
　高分子アゾ系熱ラジカル発生剤の例には、ポリジメチルシロキサンユニット含有高分子
アゾ系熱ラジカル発生剤、およびポリエチレングリコールユニット含有高分子アゾ系熱ラ
ジカル発生剤が含まれる。
　シール剤は、これらの熱ラジカル発生剤を任意に組み合わせて含んでいてもよい。
【００８４】
　（５）エポキシ樹脂
　エポキシ樹脂とは、分子内にエポキシ基を一以上有するが（メタ）アクリル基は有さな
い化合物である。シール剤に含まれる好適なエポキシ樹脂の例には以下のものが含まれる
。
　ビスフェノールＡ、ビスフェノールＳ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＡＤ等で代
表される芳香族ジオール類とエピクロルヒドリンとの反応で得られた芳香族多価グリシジ
ルエーテル化合物（以下、例えばビスフェノールＡを原料としたものは「ビスフェノール
Ａ型エポキシ樹脂」と表記する）。
　前記芳香族ジオール類をエチレングリコール、プロピレングリコールまたはアルキレン
グリコール変性したジオール類と、エピクロルヒドリンとの反応で得られた芳香族多価グ
リシジルエーテル化合物。
　フェノールまたはクレゾールとホルムアルデヒドとから誘導されたノボラック樹脂と、
エピクロルヒドリンとの反応で得られたノボラック型多価グリシジルエーテル化合物。あ
るいは、ポリアルケニルフェノールやそのコポリマー等で代表されるポリフェノール類と
エピクロルヒドリンとの反応で得られたノボラック型多価グリシジルエーテル化合物。
　キシリレンフェノール樹脂のグリシジルエーテル化合物。
【００８５】
　中でもエポキシ樹脂としては、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、フェノールノボ
ラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ
樹脂、トリフェノールメタン型エポキシ樹脂、トリフェノールエタン型エポキシ樹脂、ト
リスフェノール型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、ジフェニルエー
テル型エポキシ樹脂、またはビフェニル型エポキシ樹脂が好ましい。
　シール剤は、単独種のエポキシ樹脂を含有してもよいが、複数種のエポキシ樹脂を含有
してもよい。
【００８６】
　シール剤に含まれるエポキシ樹脂は、環球法による軟化点が４０℃以上で、かつ重量平
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均分子量が１０００～１００００であることが好ましい。このようなエポキシ樹脂は、液
晶に対する溶解性や拡散性が低いため、得られる液晶表示パネルの表示特性が良好となる
。さらに前述したアクリル樹脂との相溶性が高まるため、シール剤の接着信頼性が向上す
る。エポキシ樹脂の重量平均分子量は、例えば、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ
ー（ＧＰＣ）により、ポリスチレンを標準として測定できる。これらのエポキシ樹脂とし
ては分子蒸留法などにより高純度化処理されたものが好ましい。
【００８７】
　（６）潜在性エポキシ硬化剤
　潜在性エポキシ硬化剤とは、エポキシ樹脂に混合されていても、樹脂を通常保存する状
態（室温、可視光線下等）ではエポキシ樹脂を硬化させないが、熱や光を与えられるとエ
ポキシ樹脂を硬化させる硬化剤をいう。シール剤が潜在性エポキシ硬化剤を含有すると、
熱硬化性が高まる。本発明の潜在性エポキシ硬化剤は公知のものであればよいが、シール
剤の粘度安定性を高めるため、融点または環球法による軟化点温度が１００℃以上である
潜在性エポキシ硬化剤が好ましい。
【００８８】
　好適な潜在性エポキシ硬化剤の例には、有機酸ジヒドラジド化合物、イミダゾール、イ
ミダゾールの誘導体、ジシアンジアミド、および芳香族アミンが含まれる。これらは単独
で用いてもよいし、複数を組み合わせて使用してもよい。特に、融点または環球法による
軟化点温度が１００℃以上であるアミン系潜在性硬化剤を含む液晶シール剤は、室温での
粘度安定性に極めて優れる。そのため、そのようなアミン系潜在性硬化剤を含む液晶シー
ル剤は、スクリーン印刷やディスペンサーを用いて基板に塗布しやすく、液晶表示パネル
搭載基板の製造に適する。スクリーン印刷やディスペンサーによる塗布は、液晶シール剤
を装置内に長時間滞留させる必要があるため、液晶シール剤の保存安定性が高いことが必
要である。
　このようなアミン系潜在性硬化剤の例には以下のものが含まれる。
　ジシアンジアミド（融点２０９℃）等のジシアンジアミド類。
　アジピン酸ジヒドラジド（融点１８１℃）、１，３－ビス（ヒドラジノカルボエチル）
－５－イソプロピルヒダントイン（融点１２０℃）等の有機酸ジヒドラジド。
　２，４－ジアミノ―６―［２’－エチルイミダゾール－１’－イル］－エチルトリアジ
ン（融点２１５℃～２２５℃）、２－フェニルイミダゾール（融点１３７℃～１４７℃）
等のイミダゾール誘導体。
　シール剤における潜在性エポキシ硬化剤の含有量は、樹脂ユニット１００重量部に対し
て２～３０重量部とすることが好ましい。これにより、シール剤の粘度安定性および接着
信頼性が高まるからである。上記潜在性エポキシ硬化剤は、水洗法、再結晶法などにより
、高純度化されていることが好ましい。
【００８９】
　（７）光ラジカル重合開始剤
　本発明のシール剤は、光ラジカル重合開始剤を含んでいてもよい。光ラジカル重合開始
剤とは、光によってラジカルを発生する化合物をいう。シール剤が光ラジカル重合開始剤
を含むと、液晶パネルを製造する際に光硬化によりシール剤の仮硬化が可能となり、作業
が容易になる。光ラジカル重合開始剤は公知のものであればよい。このような光ラジカル
重合開始剤の例には、ベンゾイン系化合物、アセトフェノン類、ベンゾフェノン類、チオ
キサトン類、α－アシロキシムエステル類、フェニルグリオキシレート類、ベンジル類、
ジフェニルスルフィド系化合物、アシルホスフィンオキシド系化合物、ベンゾイン類、ベ
ンゾインエーテル類、およびアントラキノン類が含まれる。
　シール剤における光ラジカル重合開始剤の含有量は、樹脂ユニット１００重量部に対し
て０．１～５．０重量部であることが好ましい。前記含有量を０．１重量部以上とするこ
とにより前記樹脂組成物の光照射による硬化性が良好となり、５．０重量部以下とするこ
とにより、基板への塗布時の安定性が良好となる。
【００９０】
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　（８）熱可塑性ポリマー
　本発明に用いられる熱可塑性ポリマーとは、加熱することによって軟らかくなり、目的
の形に成形できる高分子化合物であって、環球法（ＪＡＣＴ試験法：ＲＳ－２）で測定し
た軟化点温度が５０～１２０℃、好ましくは６０～８０℃であるポリマーをいう。このよ
うな熱可塑性ポリマーを含むシール剤は、熱硬化するときに、熱可塑性ポリマーが溶融し
、シール剤に含まれるアクリル樹脂、変性エポキシ樹脂やエポキシ樹脂の各成分と相溶す
る。そのため加熱時のシール剤の粘度低下が抑制され、シールからの液晶のリークが防止
される。シール剤における熱可塑性ポリマーの含有量は、樹脂ユニット１００重量部に対
して１～３０重量部が好ましい。熱可塑性ポリマーの平均粒径は、液晶シール剤に良好な
相溶性を示すために、通常０．０５～５μｍ、好ましくは０．０７～３μｍの範囲である
ことがより好ましい。
【００９１】
　熱可塑性ポリマーは公知のものであればよい。中でも、（メタ）アクリル酸エステルモ
ノマーと、当該モノマーと共重合可能なモノマーとを５０～９９．９重量％：５０～０．
１重量％の比率（より好ましくは６０～８０重量％：２０～４０重量％の比率）で共重合
させて得られるコポリマーが好ましい。コポリマーは、乳化重合または懸濁重合等によっ
て得られたものが好ましい。
【００９２】
　（メタ）アクリル酸エステルモノマーの例には、メチル（メタ）アクリレート、エチル
（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、ブチルアクリレート、２－エチ
ルヘキシル（メタ）アクリレート、アミル（メタ）アクリレート、ヘキサデシル（メタ）
アクリレート、オクタデシル（メタ）アクリレート、ブトキシエチル（メタ）アクリレー
ト、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
ト、またはグリシジル（メタ）アクリレートなどの単官能（メタ）アクリル酸エステルモ
ノマーが含まれる。中でも熱可塑性ポリマーの原料モノマーとしては、メチル（メタ）ア
クリレート、ブチルアクリレート、または２－エチルヘキシル（メタ）アクリレートが好
ましい。これらは、単独で用いても組み合わせて用いてもよい。
【００９３】
　（メタ）アクリル酸エステルモノマーと共重合可能なモノマーの例には、アクリルアミ
ド類、酸モノマー、芳香族ビニル化合物、共役ジエン類、および多官能モノマーが含まれ
る。
　酸モノマーの具体例には、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、およびマレイン酸が含ま
れる。芳香族ビニル化合物の具体例には、スチレンおよびスチレン誘導体が含まれる。共
役ジエン類の具体例には、１，３－ブタジエン、１、３－ペンタジエン、イソプレン、１
、３－ヘキサジエン、およびクロロプレンが含まれる。多官能モノマーの具体例には、ジ
ビニルベンゼンおよびジアクリレートが含まれる。
　これらのモノマーは、単独で用いても組み合わせて用いてもよい。
【００９４】
　（９）その他の添加剤
　本発明のシール剤は、上記以外の添加剤を含んでいてもよい。このような添加剤の例に
は、シランカップリング剤等のカップリング剤、連鎖移動剤、イオントラップ剤、イオン
交換剤、レベリング剤、顔料、染料、可塑剤、導電性粒子、硬化遅延剤、および消泡剤が
含まれる。
【実施例】
【００９５】
　以下に実施例を示すが、本発明はこれに限定されない。したがって、本発明から逸脱し
ない限り、材料、製造方法等は適宜変更することができる。なお、以下に記載の「％」、
「部」とは、断りの無い限り、それぞれ「重量％」、「重量部」を意味する。
【００９６】
　［実施例１：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
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　下記の成分を混合し、シール剤ａを調製した。
　〔シール剤ａ〕
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート樹脂　　１５部
　・メタクリル変性エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　７５部
　・フィラー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
　・エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　・潜在性エポキシ硬化剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・光ラジカル重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　・熱可塑性ポリマー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　・添加剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
【００９７】
　上記のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレートは、以下の精製処理を行っ
てから使用した。
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート（共栄社化学製　３００２Ａ、分
子量６００）をトルエンに溶解した。この溶液を超純水で洗浄する工程を繰り返した。
【００９８】
　上記のメタクリル変性エポキシ樹脂は、以下のように合成した。
　攪拌機、気体導入管、温度計、冷却管を備えた５００ｍｌの四つ口フラスコにビスフェ
ノールＦ型エポキシ樹脂（エポトートＹＤＦ－８１７０Ｃ：東都化成社製）１６０ｇ、メ
タクリル酸４３ｇ、トリエタノールアミン０．２ｇを装入し、混合物を調製した。この混
合物を乾燥エア気流下、１１０℃で５時間加熱攪拌して、メタクリル変性エポキシ樹脂を
生成させた。このメタクリル変性エポキシ樹脂を含む混合物は、超純水にて１２回洗浄さ
れた。この洗浄された混合物から、定法によりメタクリル変性エポキシ樹脂を単離した。
【００９９】
　上記のフィラーは、球状シリカ（日本触媒製　シーフォスターＳ－３０；平均一次粒子
径０．３μｍ、比表面積１１ｍ２/ｇ）を使用した。
　上記のエポキシ樹脂は、ｏ－クレゾールノボラック型固形エポキシ樹脂（日本化薬社製
　ＥＯＣＮ－１０２０－７５、環球法による軟化点７５℃、エポキシ当量２１５ｇ／ｅｑ
）を使用した。
　上記の潜在性エポキシ硬化剤は、１，３－ビス（ヒドラジノカルボエチル）－５－イソ
プロピルヒダントイン（味の素社製　アミキュアＶＤＨ、融点１２０℃）を使用した。
　上記の光ラジカル重合開始剤は、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン
（イルガキュア１８４：チバスペシャルティー・ケミカルズ社製）を使用した。
　上記の熱可塑性ポリマーは、メタクリル酸－アルキル共重合体微粒子（日本ゼオン社製
　Ｆ－３２５、平均一次粒子径０．５μｍを使用した。
　上記の添加剤は、シランカップリング剤（信越化学工業社製　ＫＢＭ－４０３）を使用
した。
【０１００】
　上記の各成分をミキサーで予備混合した後、３本ロールで固体原料が４．８μｍ以下に
なるまで混練して組成物を得た。続いて、当該組成物を目開き１０μｍのフィルター（Ｍ
ＳＰ－１０－Ｅ１０Ｓ：ＡＤＶＡＮＴＥＣ社製）でろ過した後、遊星式攪拌および真空脱
泡処理することによりシール剤ａを得た。シール剤ａの２５℃における粘度は、０．５ｒ
ｐｍで３２５Ｐａ・ｓ、１．０ｒｐｍで２３８Ｐａ・ｓ、５ｒｐｍで１５５Ｐａ・ｓであ
った。また、チキソトロピー指数は２．１であった。なお、シール剤の粘度は、Ｅ型回転
型粘度計（ＢＲＯＯＫＦＩＥＬＤ社製：デジタルレオメータ型式ＤＶ－ＩＩＩ　ＵＬＴＲ
Ａ）を使用し、半径１２ｍｍ、角度３度のＣＰ－５２型コーンプレート型センサーを使用
し、回転数０．５、１．０、５．０ｒｐｍで測定された。シール剤の粘度は、シール剤を
所定の温度において５分間放置した後に測定された。例えば、シール剤を２５℃で５分間
放置した後に測定される粘度を２５℃でのシール剤の粘度とした。
【０１０１】
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　シール剤ａに直径が４．８μｍの球状スペーサーを１％添加し、描画用シール剤（以下
単に「シール剤」という）を準備した。このシール剤を用いて、以下のとおり、図１に示
す液晶表示パネル搭載基板１０を作製した。
　まず、１つの基板１１上に、ディスペンサー（日立プラントテクノロジー）により、線
幅２５０μｍ、断面積５０００μｍ２としてシール剤を塗布し、縦２５．０ｍｍ、横２５
．０ｍｍの第１の枠２１（図７参照）を４つ（縦２、横２）形成した。
　２枚の基板には、ＩＴＯおよび配向膜を塗布したガラス基板（縦１１０．０ｍｍ、横１
００．０ｍｍ、厚さ０．７ｍｍ）を用いた。また、ガラス基板には、パネル切断すること
なく点灯試験ができるように電圧印加部が備えられた。さらに、ガラス基板の電圧印加部
の反対側の一角には、オリフィスが配備された。オリフィスとは、基板の貼り合せにおけ
る位置決めマークである。
【０１０２】
　基板の左側を始点とし、上記４つの第１の枠２１を包囲するようにシール剤を塗布し、
第２の枠２２を形成した。
【０１０３】
　各第１の枠２１内に充填率１１０％となるように液晶２４（メルク社製　液晶ＭＬＣ－
１１９００－０００）を１枠あたり９滴滴下した（図７参照）。この後、真空貼り合せ装
置（信越エンジニアリング社製）を用いて、液晶を滴下した基板と同形状の他方の基板と
電圧を印加してパネル表示ができるようオリフィス位置を合わせてから、減圧下で重ね合
わせた。そして、減圧下から大気に開放して基板同士を貼り合せた。貼り合せた後のメイ
ンシールと、ダミーシールの線幅は、それぞれ１ｍｍであった。
【０１０４】
　２枚の基板を貼り合せた後に形成される、互いに隣接するメインシール１４同士の間隔
Ｄ１は９．０ｍｍであった。２枚の基板を貼り合せた後の断線部１５ａの間隔Ｄ２は９．
０ｍｍであり、２枚の基板を貼り合せた後のメインシール１４との間隔Ｄ３は９．０ｍｍ
、基板１１の電圧印加部側の端面からダミーシール１５までの距離Ｌ１（図示せず）は２
０．０ｍｍであった。
【０１０５】
　光学顕微鏡により基板を観察して、メインシール１４内での液晶の充填具合を観察した
。その結果、液晶はメインシール１４内に完全に充填されていた。次に、重ね合わせた基
板に対して２０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射した後、１２０℃で１時間の加熱を行い
、シール剤を硬化させた。これにより、４つの液晶パネルが形成された液晶表示パネル搭
載基板１０を得た。加熱処理後のシールの線幅は１．０ｍｍであった。
【０１０６】
　完成した液晶表示パネル搭載基板１０のメインシールの破れを観察・評価した。また、
メインシール１４の外周に沿って切断することにより液晶表示パネルを切り出した後、こ
の液晶表示パネルをサンプルとして、その平坦性を観察・評価した。各評価方法は下記の
とおりである。
【０１０７】
　〔メインシールの破れ〕
　完成した液晶表示パネル搭載基板１０を光学顕微鏡により観察した。このとき、各液晶
表示パネルにおいてメインシールの破れが無くかつ液晶からシールラインへの差込みの無
い場合を◎、差込みは見られるが、メインシール破れのない場合を○、メインシールの破
れが１箇所である場合を△、メインシールの破れが２箇所以上あるものを×、として４段
階で評価した。
【０１０８】
　〔パネルの平坦性〕
　完成した液晶表示パネルをサンプルとし、セルギャップ検査装置（大塚電子社製）を使
用して、サンプルにおけるメインシール内のギャップ間隔の面内分布を測定した。そして
、間隔の最大値、最小値のいずれかが５μｍ±０．２μｍの範囲にない場合を×、間隔の
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最大値、最小値のいずれも５μｍ±０．２μｍの範囲であって、最大値と最小値との差が
０．１μｍ以上の場合を△、間隔の平均値が５μｍ±０．２μｍの範囲にあり、最大値と
最小値との差が０．１μｍ未満の場合を○、として３段階で評価した。
【０１０９】
　［実施例２：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　実施例１と同様にして、１つの基板１１上に、シール剤を塗布し第１の枠２１を４つ（
縦２、横２）形成した。次に、基板の左側を始点とし、上記４つのパネルを包囲するよう
にシール剤を塗布し、第２の枠２２を形成した。第２の枠２２は、環状の略四角形であり
、この四角形の直線部のうち１箇所のシールが約１０ｍｍの幅で取り除かれ、断線部とさ
れた。
　次に、各第１の枠２１内に充填率１０５％となるように液晶２４（メルク社製　液晶Ｍ
ＬＣ－１１９００－０００）を１枠あたり４滴滴下した。この後、真空貼り合せ装置（信
越エンジニアリング社製）を用いて、液晶を滴下した基板１１と同形状の他方の基板２７
とを減圧下で重ね合わせた後、大気開放することにより基板同士を貼り合せた。
【０１１０】
　貼り合せた後の各シールの線幅は１ｍｍであった。間隔Ｄ１は３０ｍｍであり、Ｄ２、
Ｄ３、Ｌ１は実施例１と同じであった。
　実施例１と同様にメインシール内の液晶の充填具合を観察したところ、メインシール内
に完全に液晶が充填されていた。続いて、実施例１と同様にしてシール剤を硬化させ、４
つの液晶パネルが形成された液晶表示パネル搭載基板を得た。加熱処理後のシールの線幅
は１ｍｍであった。
【０１１１】
　［実施例３：図２の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　スクリーン印刷機（東海精機社製）を用い、１つの基板上に実施例１と同様にして第１
の枠を設けた。第１の枠の線幅は２００μｍ、断面積は５０００μｍ２であった。同様に
、図２に示すような第２の枠を形成した。第２の枠の形状は、縦１０ｍｍ、横５５ｍｍの
長方形であり、一部に断線部が形成された。第２の枠の線幅は１４０μｍ、断面積は３５
００μｍ２であった。
【０１１２】
　次に、各第１の枠内に充填率１１０％となるように液晶（メルク社製　液晶ＭＬＣ－１
１９００－０００）を１枠あたり２滴滴下した。この後、加熱によりシール剤を硬化する
までの工程は、実施例１と同じとした。
　貼り合わせ後のＤ１は３．０ｍｍ、Ｄ２は０．２ｍｍ、Ｄ３は２．０ｍｍであった。加
熱処理後のメインシール３１の線幅は１．０ｍｍ、ダミーシール３２の線幅は０．７ｍｍ
であった。
　実施例１と同様に光学顕微鏡によって液晶の充填具合を観察したところ、メインシール
３１内に液晶が完全に充填されていた。
【０１１３】
　［実施例４：図３の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　実施例３と同様にして、１つの基板上に図３に示すように第１の枠を６個（縦３、横２
）設けた。第１の枠の１個の形状は縦２５．０ｍｍ、横３０．０ｍｍであり、線幅は２０
０μｍ、断面積は５０００μｍ２であった。同様に、図３に示すように、二個の第２の枠
を形成した。第２の枠の形状は、縦８５ｍｍ、横１０ｍｍの長方形であり、断線部が設け
られた。第２の枠の線幅は１４０μｍ、断面積は３５００μｍ２であった。
　次に、第１の枠内に充填率１１５％となるように液晶（メルク社製液晶ＭＬＣ－１１９
００－０００）を１枠あたり４滴滴下した。真空貼り合せ装置（信越エンジニアリング社
製）を用い、各枠を形成した基板と、直径４．８μｍの球状スペーサーを塗布した同形状
の他方の基板とを減圧下で重ね合わせた後、大気開放することにより基板同士を貼り合せ
た。
　Ｄ１は３．０ｍｍ、Ｄ２は０．２ｍｍ、Ｄ３は２．０ｍｍであった。
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　貼り合せた基板を光学顕微鏡により観察したところ、液晶はメインシール４１内に充填
されていた。この後、貼り合せた基板に対し、紫外線を２０００ｍＪ／ｃｍ２照射してか
ら、１２０℃で１時間の加熱を行った。加熱処理後のシールの線幅は１．０ｍｍであった
。
【０１１４】
　［実施例５：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりに、下記のシール剤ｂを使用し、かつ２枚の基板同士を貼り合せた
後、紫外線照射を行わずに、すぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、実施例１
と同様にして液晶表示パネル搭載基板を製造した。
【０１１５】
　〔シール剤ｂ〕
　下記の化合物を混合してシール剤ｂを調製した。ここで、上記の熱ラジカル発生剤は、
ジメチル２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）（和光純薬社製　Ｖ－６０１
；１０時間半減期温度が６６℃）を使用した。なお、熱ラジカル発生剤以外は、全てシー
ル剤ａで使用したものと同じである。
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート樹脂　２５部
　・メタクリル変性エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　７０部
　・フィラー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・熱ラジカル発生剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　・エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・潜在性エポキシ硬化剤　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
【０１１６】
　上記の各成分をミキサーで予備混合し、さらにこれを３本ロールで固体原料が４．８μ
ｍ以下になるまで混練して組成物を得た。次に、当該組成物を目開き１０μｍのフィルタ
ー（ＡＤＶＡＮＴＥＣ社製　ＭＳＰ－１０－Ｅ１０Ｓ）でろ過した後、遊星式攪拌、およ
び真空脱泡処理することによりシール剤ｂを調製した。このようにして得たシール剤ｂは
、その２５℃における粘度が、０．５ｒｐｍで１９１Ｐａ・ｓ、１．０ｒｐｍで１６０Ｐ
ａ・ｓ、５ｒｐｍで１３６Ｐａ・ｓであり、チキソトロピー指数は１．４であった。また
、８０℃でのＥ型回転型粘度計の粘度は７８０Ｐａ・ｓを超えるものであったため、パラ
レルプレート法（ＲｈｅｏＳｔｒｅｓｓ　ＲＳ１５０：ＨＡＡＫＥ製）を用いて測定した
ところ、９．００Ｅ＋０５Ｐａ・ｓであった。
【０１１７】
　［実施例６：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりにシール剤ｂを用い、基板同士を貼り合せた後、紫外線照射を行う
ことなくすぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、実施例２と同様にして液晶表
示パネル搭載基板を製造した。
【０１１８】
　［実施例７：図２の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりにシール剤ｂを用い、基板同士を貼り合せた後、紫外線照射を行う
ことなく、すぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、実施例３と同様にして液晶
表示パネル搭載基板を製造した。
【０１１９】
　［実施例８：図３の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりにシール剤ｂを用い、基板同士を貼り合せた後、紫外線照射を行う
ことなく、すぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、実施例４と同様にして液晶
表示パネル搭載基板を製造した。
【０１２０】
　［比較例１：図８の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　基板７６上にメインシール７７となる第１の枠として、縦７０ｍｍ、横７０ｍｍの枠を
１つ形成した。環状のダミーシール７８となる第２の枠として、メインシール７７とは倍



(26) JP 5055362 B2 2012.10.24

10

20

30

40

50

率が異なる同形とし、メインシール７７を包囲するように設けた。各枠の形成には実施例
１と同じシール剤を用いた。第２の枠は基板同士を貼り合せた後、メインシール７７とダ
ミーシール７８との間隔Ｄ３が５ｍｍとなるように設けられた。この後、第１の枠内に充
填率１００％となるように液晶（メルク社製　液晶ＭＬＣ－１１９００－０００）を１枠
あたり２５滴滴下した。続けて、液晶を滴下した基板と直径４．８μｍの球状スペーサー
を塗布した同形状の他方の基板とを減圧下で重ね合わせ、大気開放することにより基板同
士を貼り合せた。この際、液晶はメインシール７７内に充填されていた。続いて、紫外線
を２０００ｍＪ／ｃｍ２照射したのち、１２０℃で１時間の加熱を行った。加熱処理後の
シールの線幅は１．０ｍｍであった。上記以外の製造条件は、実施例１と同じとした。
【０１２１】
　［比較例２：図９の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　基板８０上に実施例１と同じシール剤を用いて、メインシール８１となる第１の枠とし
て、縦３０ｍｍ、横３０ｍｍの枠を１つ形成した。同様に、ダミーシール８２となる第２
の枠として、短辺２０ｍｍ、長辺３０ｍｍの枠を４つ形成し、第１の枠を包囲するように
、その四方の外側に配した。また、第１の枠の対角線延長上に直径３０ｍｍの円状の第２
の枠を４つ形成した。この第二の枠は、基板が重ね合わされた後、円形部８３を形成する
。２枚の基板を貼り合せた後のメインシール８１とダミーシール８２との間隔Ｄ３が１０
ｍｍとなるように第１の枠および第２の枠の配置は調節された。
　次に、第１の枠内に充填率１００％となるように液晶（メルク社製液晶　ＭＬＣ－１１
９００－０００）を１枠あたり９滴滴下した。続けて、液晶を滴下した基板と、同形状の
他方の基板とを減圧下で重ね合わせた後、０．１Ｎ／ｍｍ２の圧力を印加して第１の枠内
に液晶を充填させた。この後、減圧下から大気開放することにより基板同士を貼り合せて
から、紫外線を２０００ｍＪ／ｃｍ２照射したのち、１２０℃で１時間の加熱を行った。
なお、上記以外の液晶表示パネル搭載基板の製造条件は、実施例１と同じとした。
【０１２２】
　［比較例３：図１０の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　実施例１と同じシール剤を用いて基板９０上にメインシール９１となる第１の枠として
、縦３０ｍｍ、横３０ｍｍの枠を２つ形成した。同様に、ダミーシール９２となる環状の
第２の枠として、長辺３０ｍｍ、短辺１０ｍｍの長方形状の枠を６つ形成した。第２の枠
は、第１の枠を包囲するように、その四方の外側に配置された。シール剤を塗布するとき
には、ディスペンサー（日立プラントテクノロジー社製）により、第１の枠を線幅２００
μｍ、断面積５０００μｍ２、環状の第２の枠を線幅４００μｍ、断面積１００００μｍ
２とした。また、２枚の基板を貼り合わせ後のメインシール９１同士の間隔Ｄ１が２ｍｍ
、メインシール９１とダミーシール９２との間隔Ｄ３が１０ｍｍとなるようにした。
　次に、第１の枠内に充填率１００％となるように液晶（メルク社製　液晶ＭＬＣ－１１
９００－０００）を１枠あたり９滴滴下した。続けて、液晶を滴下した基板と、直径が４
．８μｍの球状のスペーサーを散布した同形状の他方の基板とを減圧下で重ね合わせた後
、大気開放することにより基板同士を貼り合せた。このとき、光学顕微鏡によって液晶の
充填具合を観察したところ、液晶はメインシール９１内の四隅全てが満たされていた。紫
外線を２０００ｍＪ／ｃｍ２照射したのち、１２０℃で１時間の加熱を行った。
【０１２３】
　［比較例４：図８の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりにシール剤ｂを使用し、基板同士を貼り合せた後、紫外線を照射せ
ず、すぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、比較例１と同様にして液晶表示パ
ネル搭載基板を製造した。
【０１２４】
　［比較例５：図９の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりにシール剤ｂを使用し、基板同士を貼り合せた後、紫外線を照射せ
ず、すぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、比較例２と同様にして液晶表示パ
ネル搭載基板を製造した。
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【０１２５】
　［比較例６：図１０の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤ａの替わりにシール剤ｂを使用し、基板同士を貼り合せた後、紫外線を照射せ
ず、すぐに１２０℃で１時間の加熱を行なった以外は、全て比較例３と同様にして液晶表
示パネル搭載基板を製造した。
【０１２６】
　［実施例９：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　以下の成分を３本ロールで固体原料が５μｍ以下になるまで混練した。続いて当該組成
物を目開き１０μｍのフィルター（ＭＳＰ－１０－Ｅ１０Ｓ：ＡＤＶＡＮＴＥＣ社製）で
ろ過した後、真空脱泡処理してシール剤ｃを得た。
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート樹脂　３０部
　・アクリル変性エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　７０部
　・フィラー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　・熱ラジカル発生剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２部
【０１２７】
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート樹脂とフィラーは、実施例１と同
じものを使用した。
　アクリル変性エポキシ樹脂は、以下のように合成した。
　攪拌機、気体導入管、温度計、冷却管を備えた５００ｍｌの四つ口フラスコにビスフエ
ノールＦ型エポキシ樹脂（エポトートＹＤＦ－８１７０Ｃ：東都化成社製）１６０ｇ、ア
クリル酸３６ｇ、トリエタノールアミン０．２ｇを装入して、混合物を得た。次にこの混
合物を、乾燥エア気流下、１１０℃で５時間加熱攪拌して反応させ、アクリル変性エポキ
シ樹脂を生成させた。このアクリル変性エポキシ樹脂を含む混合物は、超純水にて１２回
洗浄された。この洗浄された混合物から、定法によりアクリル変性エポキシ樹脂を単離し
た。
　熱ラジカル発生剤は、１０時間半減期温度が７５℃であるルパゾール５７５（エーピー
アイコーポレーション製）を使用した。
【０１２８】
　このようにして得たシール剤ｃの２５℃での粘度は、０．５ｒｐｍで２６０Ｐａ・ｓ、
１．０ｒｐｍで１８０Ｐａ・ｓ、５ｒｐｍで１２０Ｐａ・ｓであった。当該シール剤の８
０℃粘度は１．０ｒｐｍで６５０Ｐａ・ｓであった。
　また当該シール剤の８０℃での粘度を、パラレルプレート法（ＲｈｅｏＳｔｒｅｓｓ　
ＲＳ１５０：ＨＡＡＫＥ製）により測定したところ、３．５Ｅ＋０５Ｐａ・ｓであった。
チキソトロピー指数は２．２であった。
【０１２９】
　得られたシール剤を用い、実施例５と同様にして液晶表示パネル搭載基板を作製した。
ただし、シール剤ｂの替わりにシール剤ｃを使用し、貼り合わせた基板を加熱する工程は
、７０℃で３０分加熱した後、１２０℃で６０分加熱する工程とした。使用した液晶（Ｍ
ＬＣ－１１９００－０００：メルク社製）のＮＩ温度は９３℃であるため、「７０℃での
加熱」は、ＮＩ温度未満での加熱であり、前述のＮＩ未満での硬化に該当する。
【０１３０】
　このようにして得た液晶表示パネル搭載基板を用いて以下のとおり評価した。
　［シール剤の信頼性］
　液晶表示パネル搭載基板のシールの形状により、シールの変形、シール部への液晶のリ
ーク、液晶部へのシール剤成分の染み出し（これらをあわせて「シール剤の信頼性」とい
う）を評価した。評価指標は以下のとおりである。
　［シールの最大幅と最小幅の比率］％＝［シールの最小幅］／［シールの最大幅］×１
００
　上記比率が９５％以上のもの：○
　５０％以上９５％未満であるもの：△
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　５０％未満であるもの：×
【０１３１】
　［ＮＩ未満での硬化後のシール剤中の重合基の残存率］
　前記のとおり調製したシール剤１０ｍｇについて、次のようにＤＳＣ（ＳＩＩ社製）に
よる熱分析を行いＮＩ未満での硬化後のシール剤中の重合基の残存率を測定した。
　まず、未硬化のシール剤を室温から７０℃まで５５℃／分で昇温した。そのまま７０℃
で３０分間保持し、その間に発熱した量ｘを求めた。
　次に、未硬化のシール剤を室温から１５０℃まで５５℃／分で昇温した。そのまま１５
０℃で１時間保持し、その間に発熱した量ｙを求めた。シール剤が１００％硬化反応した
際の発熱量をｙと仮定し、ＮＩ未満での硬化後のシール剤中の重合基の残存率を（１－ｘ
／ｙ）×１００により求めた。
【０１３２】
　［実施例１０：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　以下の成分を用い、実施例９と同様にしてシール剤ｄを調製した。
　・ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート樹脂　２５部
　・アクリル変性エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　７０部
　・熱ラジカル発生剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　・フィラー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　・エポキシ樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・潜在性エポキシ硬化剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
【０１３３】
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂変性ジアクリレート樹脂とアクリル変性エポキシ樹脂
とフィラーは、実施例９と同じものを使用した。
　熱ラジカル発生剤は、１，１－アゾビス（２，４－シクロヘキサン－１－カルボニトリ
ル）（Ｖ－４０：和光純薬製）を使用した。この熱ラジカル発生剤の１０時間半減期温度
は、８８℃であった。
　エポキシ樹脂は、ｏ－クレゾールノボラック型固形エポキシ樹脂（ＥＯＣＮ－１０２０
－７５：日本化薬社製、環球法による軟化点７５℃、エポキシ当量２１５ｇ／ｅｑ）を使
用した。
　潜在性エポキシ硬化剤は、１，３－ビス（ヒドラジノカルボエチル）－５－イソプロピ
ルヒダントイン（アミキュアＶＤＨ：味の素社製、融点１２０℃）を使用した。
【０１３４】
　このようにして得たシール剤ｄの２５℃での粘度は、０．５ｒｐｍで４５０Ｐａ・ｓ、
１．０ｒｐｍで２７５Ｐａ・ｓ、５ｒｐｍで１８０Ｐａ・ｓであった。当該シール剤の８
０℃粘度は１．０ｒｐｍで７６０Ｐａ・ｓであった。
　また当該シール剤の８０℃での粘度を、パラレルプレート法（ＲｈｅｏＳｔｒｅｓｓ　
ＲＳ１５０：ＨＡＡＫＥ製）により測定したところ、３．５Ｅ＋０５Ｐａ・ｓであった。
チキソトロピー指数は２．５であった。
　シール剤ｃの替わりにシール剤ｄを用い、実施例９と同様にして液晶表示パネル搭載基
板を作製し、評価した。
【０１３５】
　［実施例１１：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤を硬化させる加熱条件を１２０℃で６０分とした以外は実施例９と同様にして
液晶表示パネル搭載基板を作製し、評価した。１２０℃で６０分加熱した後のシール剤中
の重合基の残存量は、以下のように求めた。
　未硬化のシール剤を室温から１２０℃まで５５℃／分で昇温した。そのまま１２０℃で
１時間保持し、その間に発熱した量ｘを求めた。
　次に、未硬化のシール剤を室温から１５０℃まで５５℃／分で昇温した。そのまま１５
０℃で１時間保持し、その間に発熱した量ｙを求めた。シール剤が１００％硬化反応した
際の発熱量をｙと仮定し、１２０℃で６０分加熱した後のシール剤中の重合基の残存量を
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【０１３６】
　［実施例１２：図１の液晶表示パネル搭載基板の製造］
　シール剤を硬化させる加熱条件を１２０℃で６０分とした以外は実施例１０と同様にし
て液晶表示パネル搭載基板を作製し、評価した。
　各評価の結果について、表１～３に示す。
【０１３７】
【表１】

【０１３８】
【表２】

【０１３９】
　実施例１～８と比較例１～６の結果から、メインシールの外側に断線部を有するダミー
シールを設けると、基板を歪ませずに２枚の基板を貼り合わせることができることが明ら
かである。この場合、メインシールの破れもない。その一方で、閉塞させたダミーシール
を設けた場合には、基板の歪みを抑えることが難しく、さらにはメインシールの破れも観
察されるため、液晶表示パネル搭載基板の品質低下が避けられない。
【０１４０】



(30) JP 5055362 B2 2012.10.24

10

20

30

【表３】

【０１４１】
　実施例９、１０と実施例１１、１２との比較より、第１の硬化工程を経て製造された液
晶表示パネル搭載基板は、より信頼性に優れることが明らかである。
【産業上の利用可能性】
【０１４２】
　本発明の液晶表示パネル搭載基板から得られる液晶表示パネルは、シールの配置のずれ
が防止され、かつメインシールの破れがない。また、基板の歪みを低減することにより、
セルギャップが均一であるため、ＯＡ機器や携帯電話等に搭載すれば、非常に優れた表示
品質を提供することができる。
【０１４３】
　本出願は、２００７年５月１４日出願の出願番号ＪＰ２００７－１２８２２０、および
２００７年６月２２日出願の出願番号ＪＰ２００７－１６５６７９に基づく優先権を主張
する。当該出願明細書および図面に記載された内容は、すべて本願明細書に援用される。
【０１４４】
　［符号の説明］
　１０　液晶表示パネル搭載基板
　１４　メインシール
　１５　ダミーシール
　１５ａ　断線部
　２４　液晶
　２７　他方の基板
　２８　スペーサー
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摘要(译)

提供一种具有均匀单元间隙的液晶显示面板安装基板。具体地，以下面
的方式制造液晶显示面板安装基板。   将密封剂施加到基板11上以围绕
像素阵列区域以形成第一密封件21以作为主密封件。密封剂设置在第一
密封件21的外周上，并且具有断开部分23的第二密封件22通过将一端与
另一端断开而形成。适量的液晶24落入第一密封件21内。基板11和一个
基板27在减压下叠加。此时，第一密封件21和第二密封件22不彼此接
触，并且基板彼此相对。叠加的两个基板从减压返回到大气压。作为减
压区域的第二密封件22的内部经由断开部分23逐渐接近周围的大气压。
结果，基板彼此结合而不产生大的大气压差，从而可以抑制基板的应变
等。之后，使密封剂固化以形成液晶显示面板安装基板。
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